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１章 目的と策定の経緯 

 

１節 指針策定の目的 

（１）地域に固有な遺跡群の保護の現状 

北海道には多様な埋蔵文化財が存在するが、そのうちこの指針で「古代集落遺跡群」と呼ぶ文化財群は、２章

で詳しく述べるように、本州東北地方など同年代の隣接地域のものとは一定の共通性を持ちながらも地域に固有

の特徴を備え、北海道の地域の歴史と文化の特性をよく示すものと考えられる。 

そのような意味で、この文化財群は北海道の住民にとってある程度まで優先的に保護されるべき重要性を持っ

ていると考えられるが、具体的な保存活用の取組みはこれまでのところ文化財ごと、またその所在する個別の市

町村ごとに孤立しがちであり、取組みの方向性や内容・水準も一様ではない。 

道内各地に分散した構成文化財から成る「古代集落遺跡群」は、本来、相互に関連した歴史的・文化的経緯の

もとに残されたものであり、個別に独立して意味を持つものではない。その文脈から特定の文化財だけを取り出

して個別に保護するだけでは、その価値への適切な理解と、地域に固有の文化資源としての価値の十分な発揮は

望めないと考えられる。 

 

（２）遺跡群保護の課題と対応 

このような考え方に立つとき、この遺跡群を適切に保護するうえでの前提として、相互に関連する文化財を群

としてとらえ、それらが全体として担う歴史的・文化的価値を明確化することが必要であると考えられる。また、

関係者がそうした価値の評価を共有したうえで、連携して群としての文化財の保護に取り組むことが、この北海

道に固有の文化資源のよりよい保存活用の改善のために重要であると考えられる。 

以上のような認識のもと、道内の地方公共団体を始めとした関係者は令和 3年度にこの文化財群の保護を連携

して推進するための協議会を設置し、認識と情報の共有を図ることとした。そして、この協議会が主体となって、

関係者の共通理解と協調した取組みの方向性を「保存活用指針」として明文化することとしたのである。 

 

２節 策定の経緯 

（１）協議会の設置 

前節のような認識のもと、北海道教育委員会で文化財保護を所管する教育庁生涯学習推進局文化財・博物館課

は令和 3年夏以来、この文化財群のうち国指定史跡・重要文化財など主要な物件を管理する市町村教育委員会に

協議会設置の趣旨を説明したうえ、協議会への参加に関する意向の照会を行った（令和 3年 12月 23日付け教文

博第 2879号「古代集落遺跡群保護の推進について」各市町村教育委員会教育長あて文化財・博物館課長名）。 

この照会に対し、道内 179市町村のうち 108市町村の教育委員会から回答があり、併せて協議会設置の趣旨に

対する質問等が寄せられた。その後 3 月までに道内 29 市町の教育委員会から協議会設置に参加する意向を確認

した。 

以上の経緯を踏まえ、関係市町村に協議会の設置を通知し（令和 4 年 3 月 8 日付け教文博第 4761 号「古代集

落遺跡群保存活用協議会設立会合の開催について」関係市町教育委員会教育長あて文化財・博物館課長名）、令和

4年 3月 30日に道教育委員会を含む 30構成員によりオンライン会議形式による設立会合を行い、「北海道古代集

落遺跡群保存活用協議会設置要綱」を採択した。令和 6 年 3 月末現在、協議会の構成法人は 32 道市町と 1 公益

財団法人となっている。 

 

（２）指針策定の経緯 

前項の第 1回定例代表者会議では事務局（文化財・博物館課）から令和 4年度事業の内容として（仮称）「北海

道古代集落遺跡群保存活用計画」（以下「（仮称）保存活用計画」という。）の策定が提案され、またその策定推進

への助言を受けるため「北海道古代集落遺跡群専門家委員会」（以下「専門家委員会」という。）の設置が提案さ

れた。 

令和 4 年 7 月 20 日に開催した第 1 回臨時代表者会議では（仮称）保存活用計画の策定着手を了承し、併せて

「北海道古代集落遺跡群専門家委員会設置要綱」を決定して専門家委員会の設置を進めた。その後、協議会構成



 

 

員から専門家委員会委員の提案・同作業班員の推薦を受けたうえ、令和 4 年 12 月 8 日付けで協議会代表者会議

議長が委員 5名・作業班員 6名を委嘱し（任期：令和 4年 12月 23日から 1年間）、（仮称）保存活用計画案の検

討に入った。専門家委員会の構成と会議開催の経緯は次のとおりである。なお、第 1委員会では「『計画』は実施

されることを前提としたものであり、任意協議会の策定する文書の名称としては不適当」との委員意見が示され、

第 2回定例代表者会議にこれを報告して、令和 5年度からは「（仮称）北海道古代集落遺跡群保存活用指針」（以

下「（仮称）保存活用指針」という。）の名称で策定作業を続けた。 

 

ア 委員・作業班員職・氏名 

委員（氏名の五十音順）  

臼杵  勲   札幌学院大学教授 （委員長） 

右代 啓視   北海道博物館学芸員 

熊木 俊朗   東京大学大学院人文社会系研究科教授 

高瀬 克範   北海道大学大学院文学研究院教授 

西山 徳明   北海道大学観光学高等研究センター教授 

作業班員（同上） 

太田  圭   東京大学常呂大学院人文社会系研究科附属北海文化研究常呂実習施設助教 

小田島 賢   厚岸町海事記念館学芸員 

小野 哲也   標津町ポー川史跡自然公園園長（令和 5年 3月まで） 

標津町教育委員会生涯学習課長（同 4月から） 

髙橋 鵬成   礼文町教育委員会学芸員 

長町 章弘   恵庭市郷土資料館主査（史跡・埋蔵文化財担当）・学芸員 

西脇対名夫   北海道教育庁生涯学習推進局文化財・博物館課主査（令和 5年 3月まで） 

        同主任（同 4月から） 

 

イ 専門家委員会 

第 1回委員会（令和 4年 12月 23日、オンライン会議） 

内容：委員長選出、調査検討事項の確認、（仮称）保存活用計画案の構成検討等 

第 2回委員会（令和 5年 6月 20日、オンライン会議） 

内容：（仮称）保存活用指針 2・3章案文検討等 

第 3回委員会（令和 5年 12月 19日、オンライン会議） 

内容：（仮称）保存活用指針 4~8章案文検討等 

 

ウ 作業班員会議 

第 1回会議（任期前につき班員予定者会議、令和 4年 12月 21日、オンライン会議） 

内容：（仮称）保存活用計画案の執筆分担、関係指定文化財の内容把握方法等 

第 2回会議（令和 5年 2月 9日、オンライン会議） 

内容：第 1回専門家委員会の内容確認、（仮称）保存活用計画案文の分量等 

第 3回会議（令和 5年 3月 14日、オンライン会議） 

内容：（仮称）保存活用計画 2章案文における構成文化財の記述等 

第 4回会議（令和 5年 5月 12日、オンライン会議） 

内容：（仮称）保存活用計画 2章案文における構成文化財の記述の見直し等 

第 5回会議（令和 5年 10月 20日、オンライン会議） 

内容：（仮称）保存活用計画 2・3章案文に対する委員意見への対応、4・5章案文の検討等 

第 6回会議（令和 5年 12月 1日 

内容：（仮称）保存活用計画 4・5章案文に対する委員意見への対応、6・7章案文の検討等 

 

以上の会議開催と並行して、協議会構成市町村及び関係市町村あてに古代集落遺跡群の構成文化財に該当する
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と思われる指定物件について情報の提供を求め（令和 5年 1月 30日付け事務連絡「（仮称）「北海道古代集落遺跡

群保存活用計画」案作成への協力依頼について」）、第 2回委員会以降は作業班員会議における起草の結果を随時

委員に報告して意見を求めながら案文の検討を進めた。 

第 3回委員会において案文の全体を検討した結果、一部になお修正を要する箇所が指摘されたが、令和 5年 12

月 22日の委員任期の終了も迫っていたことから、その後の協議会事務局による修正の結果を元委員が検討し、そ

の了承を得たうえで指針案を協議会での検討に付することが確認された。これを踏まえ、令和 6年 1月 9日・17

日の 2回にわたり事務局による修正案を元委員に送付して検討を受け、同 22日までに修正内容への了承を得た。 

以上のように専門家委員会での検討を終えたのち、令和 6 年 1 月 23 日付けで協議会構成法人に指針案を送付

して案文への意見照会を行い、併せて指定文化財等についての情報提供を受けた協議会外の関係市町にも指針案

を参考送付して個別文化財に関する記載等の確認を求めた。 

2 月 9 日までに構成法人及び関係市町からの回答を受け、これを踏まえて協議会事務局内で案文に最終的な修

正を加えたうえ、令和 6 年 3 月 28 日に開催した第 3 回北海道古代集落遺跡群保存活用協議会定例代表者会議に

指針案を議案として提出し、全構成法人の合意により決定した。なお、この議決に際して、紋別市教育委員会の

提案に基づき、本指針の概要版を作成して、各自治体等の策定する「文化財保存活用地域計画」など文化財関連

施策へ本指針の趣旨の反映を促進することが合意された。 

 

３節 他の諸計画との関係 

（１）北海道文化財保存活用大綱・文化財保存活用地域計画等 

この指針は文化財保護法に基づき策定された道文化財保存活用大綱や文化財活用地域計画のように、個別の地

方公共団体がその責任で推進する文化財保護の取組みを規定するものではない。 

すでに令和 2年度に策定済みの道文化財保存活用大綱とは、５章などでも言及するとおり整合した内容となる

よう努めているが、１節でも述べたように地方公共団体をはじめ複数の主体によるこの文化財群保護の間に整合

性や相互の配慮が保たれることを期待して明文化したものであり、基本的には任意でこの協議会に参加した法人

が尊重する参照枠であるにとどまる。 

ただし、協議会に参加する市町が文化財保存活用地域計画を策定した例はまだなく、今後のその策定が進めら

れる際には、各市町の判断でこの指針に示された各種の観点が反映されることを期待したい。こうした関連文化

財群の包括的な保護についての観点は、こうした公的計画策定にも応用されうるものを含んでいると考える。 

 

（２）個別文化財の保存活用計画等 

本章２節で策定の過程での名称の変更について触れたように、この指針の内容は、文字通りに実現されること

を前提としているものではなく、したがって保存活用計画や整備計画など、所有者や管理団体等が個別の指定文

化財のために定める実情に応じた取組みの内容を規定するものではない。 

しかし、本章１節で触れ、また６章などでも言及するとおり、個別文化財の保護はこの文化財群が総合的に代

表する価値と無関係ではなく、そうした群としての価値に配慮した保護が求められるという認識を示したものが

この指針である。ここに示された各種の観点への配慮を通じて、個別文化財のための取組みが相乗的な効果を生

むことを意図するものである。 

  



 

 

 

２章 遺跡群を構成する文化財 

 

１節 遺跡群の定義と構成 

（１）定義 

定義の言明 この指針で古代集落遺跡とは、北海道とその周辺に残る先史時代の人類遺跡のうち、年代の点

で隣接する本州や現ロシア極東・中国東北地方などの地域に国家が形成されていった時期に属する居住や埋葬の

跡を言う。また、各地に残るこうした遺跡や、そこからの出土品など一連の文化財群を包括して「古代集落遺跡

群」と言う。その暦年代は、概ね紀元前 4世紀から紀元後 12世紀にわたる。 

古代国家との関係 古代集落遺跡群の分布する地域には、大規模な竪穴群や複数家族が集住したとみられる大型住

居跡、自然と人間との密接な関係を反映する貝塚や、固有の精神文化を反映した祭祀的施設など、隣接地域にな

い特徴的な文化財が見られる。一方、この地域には、都城・宮殿・官衙・寺院・陵墓など、国家を特徴づけるも

のと思われる遺跡はない。 

遺跡群の特性 こうした古代集落遺跡群は、国家の領域に入った隣接地域との不断の関係を示しながらも、そ

れとは明らかに異なる固有の歴史の歩みを反映しており、北海道とその周辺地域の歴史的な特性を示している。 

 

（２）構成 

不動産文化財 道内各地に残る竪穴群をはじめ、墓地や貝塚など、現地に保存された古代集落遺跡はこの遺跡

群の主要な構成要素である。 

動産文化財 また、遺跡からの多様な出土品も上記のような固有の歴史の歩みを理解するために欠くことの

できないものであり、この遺跡群の構成要素となる。 

文化財の情報 なお、こうした遺跡や出土品の調査を通じて得られた文化財の所在や内容に関する情報は、こ

の遺跡群の内容を解明しその価値を立証するうえで決定的な意味を持つものであり、上記のような狭義の文化財

と並んで遺跡群の保存と活用を支えるものであることから、この指針の取り扱う対象となる。 

 

２節 構成文化財の概要 

（１）不動産文化財 

ア 分布・年代及び類型 

分布と年代の範囲 隣接地域での国家形成が進む年代の集落遺跡群は、広く道内に分布する。このうち国や自治

体の史跡となっているものは表 1に示したとおりであり、道東北部の沿岸に指定による保護を受けている例が多

いものの、南西部や内陸部にも重要な事例が知られている。 

また、道東北部に認められる遺跡群の濃密な分布は、隣接するサハリンや南千島にも連続していると考えられ、

このことは、例えば縄文遺跡がサハリンにはほぼ認められない事実と比較して、この遺跡群の地理的な範囲の特

徴と言うことができる。 

上記の地理的な範囲に隣接する本州東北部やロシア極東内陸部などの地域では、概ね前 1千年紀の後半に農耕

や牧畜が普及する。後 1千年紀には同じ地域に都市や城郭、規模の大きな陵墓、手工業の生産遺跡などが登場し、

やがてこれらの地域が文献上で君主制国家の領域として記述されることになる。一方、この 2千年ほどの間、北

海道ではこうした社会的な分業の複雑化や政治・生産機構の発達を示唆する遺跡が認められず、隣接地域とは文

化的に異なる領域にあったと理解されている。 

こうした北海道と隣接地域との差異が際立つ期間を日本史の通説的な時代区分に比較すれば、ほぼ弥生時代か

ら平安時代に平行し、また、世界史との比較によって日本における「古代」とされている時期に相当する。この

指針で扱う対象を「古代集落遺跡群」と呼ぼうとするのはこの理由による。上記のとおり、本州以南のものとは

歴史的経緯の一致しない北海道の遺跡群の名称として厳密なものではないが、日本国内におけるある範囲の文化

財群の名称として一定の妥当性があると思われる。 

物質文化の特徴 上記のような分布・年代の範囲に属する文化財は、考古学上では主に続縄文文化・オホーツ

ク文化・擦文文化の三つに帰属するものとして説明されている（図１）。これらは互いに異なる物質文化をもち、

年代や分布の点でも固有のものがある一方で、北海道とその周辺に特有のこれらの考古学的文化には互いに共通 
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した性格がみられる。 

続縄文文化の指標は、大陸で栽培化されたイネ科穀類を核とする農耕が本州以南の地域に導入された後もそれ

を採用せず、狩猟・採集及び漁撈の生業を維持した点にあるとされ、海での狩猟・漁撈を主な生業としたことは

オホーツク文化も同様である。しかし続縄文文化では恐らく繊維作物としてアサ、オホーツク文化ではムギ類な

どが利用され、さらに擦文文化ではアワ・キビの栽培と利用がかなり普及したとみられる。 

また、こうした生業を支えたものは古来の石器だけではなく、鉄器であった。続縄文・オホーツク文化では石

器・骨角器の多用が続いたものの、すでに鉄のナイフが導入されていたと考えられ、海での狩猟や漁撈の発展に

も鉄の工具による造船の進歩が関与していた可能性が高い。さらに擦文文化では、住居の様式をはじめ古代日本

の農民が持っていた物質文化が大幅に導入され、利器のほとんどが鉄器となり、衣生活を支える機職の技術も普

及した。 

つまり北海道の古代集落遺跡群を担った人々の生業は、隣接地域で農耕や牧畜が主要な生業となる時期に、そ

うした生産経済を支えた技術を採用し、それを伝統的な狩猟採集経済に組み合わせた点に特徴があった。天然の

資源に大きく依存した生業は一面で保守的に見えるが、その基礎的な部分に鉄の工具が関与しており、しかも製

鉄を行っていないため、生業の維持のために鉄を生産する隣接の国家の領域との交易が必要であった。この遺跡

群の担い手は、政治のうえでは国家組織の外にありながら、経済的には古代国家との間に分業を形成しており、

一面では鉄と引き換えに毛皮などの天然資源を供給する専業の狩猟採集者という性格を帯びている。 

遺跡の類型  この集落遺跡群を構成するものとして最も代表的なのは竪穴住居跡群（あるいは略して「竪

穴群」）である。保存状況の良い事例では日本古代に平行する数百年から 2千年以上も前の住居の掘り込みが現在

も窪みとして地表から確認でき、「集落遺跡」という言葉に文字通り当てはまる存在である。100箇所以上の竪穴

の確認できる大規模な集落遺跡が 37箇所知られており、その多くが道東・道北の海岸に位置する（図 2）。 

洪水・火山噴火等による埋没や近代以降の土地開発により地表から確認できなくなった住居跡も多い。しかし

これらも発掘調査を通じて集落遺跡群の理解のために重要な情報を提供しており、本遺跡群の重要な構成要素で

図１ 北海道古代集落遺跡群の年代及び隣接地域との対比 



 

 

ある。 

また、9 世紀以降の事例は少ないものの当時の墓地も数多く発見されている。中には 100 基を超える多数の埋

葬が集まる事例もあり、住居跡とは別の側面から当時の社会のあり方をうかがわせるとともに、遺骨からは人々

の形質や生活状態、副葬品からは精神文化・習俗や道外との交易などを知り得るもので、当時の集落生活の遺跡

として非常に重要な要素である。 

海岸部の住居跡などには、貝や魚骨などが堆積した貝塚が伴う場合があり、豊富な海産の食料残滓はもとより、

陸獣の骨や骨角器など、通常の土壌の中では保存されない資料が出土することによって当時の環境や生業を知る

ことができる。また、こうした堆積物が墓地に重複した場合には、当時の人の遺体が良好な状態で保存され、形

質の詳細や古病理に関する貴重な情報を提供する。 

なお、窯跡や製鉄・製塩遺跡などが知られていないことも、都城や宮殿・城塞などの不在と並んで北海道の遺

跡群の特徴として挙げなければならない。一方で、河川での漁撈や雑穀の脱穀作業といったその後のアイヌ文化

へも連なる生業を反映した遺構が知られている。 

環境への適応と定着性 これらの遺跡群を生み出した社会・文化は、各地の環境に短期間に適応して広域に遺跡群

を残す柔軟さを見せ、その領域も必ずしも固定的ではない。 

初期の続縄文遺跡はそれ以前の縄文文化がほとんど交渉を持たなかったサハリンに分布を広げ、末期の続縄文

遺跡は本州の東北部にまで及んでいる。また、北東アジアに起源をもつとされるオホーツク文化が北海道に渡来

し、わずか 1世紀ほどの間に道南や北千島にまで分布したこと、道央地方で形成されたと思われる擦文文化の遺

跡がやはり 2百年程度の間に全道に拡散し、南千島やサハリン南部にも及んだことなどは、この遺跡群が特定の

地域の自然環境や天然資源の条件に厳密に制約された存在ではなかったことを示している。 

このことは、例えば縄文文化に見られる環状列石などのように、ある特定の場所に集中して組織的な労力を投

入した大規模で記念物性の強い遺跡が、今のところこの遺跡群の中に見られないことともあるいは関係するかも

知れない。しかし恐らく、そうした環境・土地との柔軟な関係を保った社会が 2千年近くにわたって同じ地域に

遺跡を残してきたという点に、北海道という地域の歴史・文化的な個性を認めるべきであろう。 

 

イ 主要な遺跡の例示 

生業を示す遺跡 古代集落遺跡群の生業を示す遺跡として貝塚がよく知られている。ただしそこでは文字通り

の貝層よりも、魚類の骨が集積した魚骨層（例：S20・43・62など。以下事例の引用は表 1・2の番号による。）が縄文 

図２ 主要な竪穴住居跡群 
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表１ 北海道古代集落遺跡群を構成する文化財の事例（不動産文化財） 

番号 所在地 指 定 名 称 続 オ 擦 概 要 

S1 深川市 市史跡 先住民族の竪穴住居跡   ● 竪穴住居跡群 

S2 深川市  広里1遺跡 ●   竪穴住居跡群等 

S3 長沼町  幌内D遺跡 ●   土坑群 

S4 札幌市  H37遺跡 ●  ● 竪穴住居跡等 

S5 札幌市  K39遺跡 ●  ● 竪穴住居跡群、墓地等 

S6 札幌市  K135遺跡 ●   川沿いの作業場跡 

S7 江別市 国史跡 江別古墳群   ● 墓地（北海道式古墳） 

S8 江別市  江別太遺跡 ●   川の漁場跡 

S9 江別市  対雁2遺跡 ●   川沿いの作業場跡 

S10 江別市  萩ケ岡遺跡 ●   墓地等 

S11 千歳市 国史跡 ウサクマイ遺跡群 ●  ● 竪穴住居跡群、墓地等 

S12 千歳市  キウス 11遺跡 ●   土坑群 

S13 恵庭市  西島松 5遺跡 ●  ● 墓地 

S14 石狩市  若生C遺跡 ●   墓地（合葬墓含む） 

S15 小樽市 国史跡 手宮洞窟 ●   岩壁彫刻のある洞窟遺跡 

S16 余市町 国史跡 フゴッペ洞窟 ●   岩壁彫刻のある洞窟遺跡 

S17 余市町  天内山遺跡 ●   墓地 

S18 むかわ町 道史跡 鵡川盛土墳墓群 ●   墓地 

S19 日高町 道史跡 門別富仁家噴墓群 ●   墓地 

S20 函館市 道史跡 恵山貝塚 ●   墓地、貝塚等 

S21 せたな町  南川遺跡 ●   竪穴住居跡群、墓地等 

S22 奥尻町 道史跡 青苗砂丘遺跡  ● ● 竪穴住居跡群、墓地等 

S23 奥尻町  青苗遺跡   ● 墓地・貝塚等 

S24 旭川市 道史跡 神居古潭竪穴住居遺跡   ● 竪穴住居跡群 

S25 旭川市  永山4遺跡 ●   墓地、土坑群等 

S26 旭川市  錦町5遺跡   ● 竪穴住居跡群、魚の捕獲施設等 

S27 富良野市  無頭川遺跡 ●   墓地等 

S28 美深町 町史跡 モンポナイ遺跡   ● 竪穴住居跡群 

S29 美深町 町史跡 楠遺跡   ● 竪穴住居跡群 

S30 留萌市 市史跡 三泊漁港遺跡  ● ●  

S31 増毛町 町史跡 舎熊遺跡  ● ●  

S32 小平町  高砂遺跡   ● 竪穴住居跡群 

S33 稚内市 市史跡 オンコロマナイ 2遺跡 ● ● ● 墓地等 

S34 稚内市 市史跡 富磯貝塚  ●  貝塚 

S35 稚内市 市史跡 シュプントー遺跡   ● 竪穴住居跡群 

S36 稚内市 市史跡 恵北１遺跡   ● 竪穴住居跡群 

S37 稚内市 市史跡 抜海岩陰遺跡 ● ● ● 岩陰遺跡 

S38 稚内市  声問大曲遺跡 ●   集石炉群等 

S39 浜頓別町 道史跡 浜頓別クッチャロ湖畔竪穴群   ● 竪穴住居跡群 

S40 浜頓別町  ブタウス遺跡 ●   墓地、集石炉群等 

S41 枝幸町 町史跡 幌別川川尻チャシ  ●  竪穴住居跡群 

S42 枝幸町  目梨泊遺跡  ●  竪穴住居跡群、墓地等 

S43 礼文町  香深井 1遺跡（香深井A遺跡）  ●  竪穴住居跡群、貝塚等 

S44 礼文町  浜中2遺跡 ● ●  墓地、貝塚、集石炉群等 

S45 網走市 国史跡 最寄貝塚 ● ●  竪穴住居跡群、墓地、貝塚等 

S46 北見市 国史跡 常呂遺跡 ● ● ● 竪穴住居跡群 

S47 紋別市 道史跡 オムサロ台地竪穴群   ● 竪穴住居跡群 

S48 紋別市 市史跡 史跡紋別市栄遺跡  ● ● 竪穴住居跡群 

S49 斜里町 国史跡 チャシコツ岬上遺跡  ●  竪穴住居跡群、墓地等 

S50 斜里町 道史跡 朱円竪穴住居跡群 ● ● ● 竪穴住居跡群 

S51 斜里町  チャシコツ岬下B遺跡  ●  竪穴住居跡群 

S52 湧別町 道史跡 シブノツナイ竪穴住居跡   ● 竪穴住居跡群 

S53 湧別町  川西2遺跡   ● 竪穴住居跡群 

S54 興部町 道史跡 興部豊野竪穴住居跡   ● 竪穴住居跡群 

S55 大樹町 道史跡 十勝ホロカヤントー竪穴群   ● 竪穴住居跡群 

S56 浦幌町 道史跡 十勝オコッペ遺跡  ● ● 竪穴住居跡群 



 

 

表１ 続き 

貝塚にはあまり見られないものとして注目され、単なる海浜での採集ではなく文字通りの漁撈が本格化している

ことを示唆する。内陸の河川でも数年以上にわたって一定の箇所で魚を捕獲した（S8）、あるいは捕獲用の施設を

人為的に構築した（S26）例があり、漁撈の重要性が増したことをうかがわせる。 

また、河川沿いに多くの焼土が集まる遺跡（S6・9など）は、捕獲した魚類を燻製するなどした集中的な加工の

場と考えられている。海岸部には集石炉と呼ばれる遺構が多く集まる事例が知られ（S38・40 など）海産物を保存

食料とする作業が行われた可能性がある。 

さらに、稀ではあるがアワビを集中的に採取したことを示す貝層（S23・44）の存在は、恐らく本州以南での消

費を前提に交易目的の漁獲がなされる場合のあったことを示唆している。 

集落の立地 こうした漁撈、特に海での生業へ傾斜を強く示すのがオホーツク文化（5∼9 世紀頃）の遺跡で

あり、サハリンから日本海側は道南西部（S22 など）、オホーツク海側は千島列島まで非常に広く分布するが、そ

の集落跡や埋葬地は海岸にごく近い範囲にしか見られないとされている（S43・45・69など）。また続縄文・擦文文

化の集落跡も大規模なものは主に海岸部に知られている（S21・46・52など）。 

しかし、前 4世紀から紀元前後にかけてはかなりの内陸部からも多くの埋葬地が発見されていること（S25・27

など）や、河川沿いの住居が河成の堆積物に深く埋没している（S2・5など）こと、2∼6世紀頃に内陸部で食料の貯

蔵穴かと思われる土坑が多数集中した遺跡が見られること（S3・25など）なども考慮すれば、全体としては多様な

生業の発展があってさまざまな環境に居住することが可能になっており、海を介して急激に拡散したオホーツク

文化ではその一面がやや誇張された形で表れていると考えるべきかもしれない。8 世紀以降には再び内陸にも河

川沿いに集落跡が目立つようになり、数十基を超える住居跡が集中する遺跡も知られている（S1・11・24など）。 

竪穴住居  北海道では前 4世紀頃以降多くの竪穴住居跡が残されるようになる。この中に出入口と思わ

れる構造が長く張り出したものが広く見られ（S4・21・46など）、これに類したものは今のところ本州にはないが、

サハリン北部には類例があって年代も大まかには道内のものに対応する（オハ地区カシュカレバグシュ 5遺跡・

アジョールヌイ 7遺跡など）ことが注目される。 

オホーツク文化も多くの竪穴住居跡を残しており、その特徴的な 5角形または 6角形の平面形、石で囲んだ炉

などはサハリンやアムール川下流域に類似のものが知られている。道北から道東にかけては 7∼8 世紀頃に長径

15mを超えるような非常に規模の大きい竪穴住居が見られ（S43・45など）、一つの住居に複数の家族が同居するな

ど特殊な世帯のあり方が推定されている。8 世紀以降はほぼ正方形の平面に通例 4 本の主柱とかまどを有する、

本州のものとほぼ同じ型式の竪穴住居が普及し、全道に非常に多くの実例があって 11 世紀頃からはサハリンや

南千島にも及んでいる。 

このように竪穴住居の型式は域外との共通性を示すものが目立つこと、また先行する縄文晩期や 2 世紀から 6

世紀にかけて竪穴住居の発見が少ないこと、さらに 13 世紀頃北海道で竪穴住居が急激に姿を消すことを考慮す

ると、この居住形式は必ずしもこの地域の環境条件から必然的に生じるものとは言えない。むしろその発達はこ

番号 所在地 指 定 名 称 続 オ 擦 概 要 

S57 浦幌町 道史跡 十勝太遺跡群  ● ● 竪穴住居跡群 

S58 浦幌町  十勝太若月遺跡 ●  ● 竪穴住居跡群、墓地（合葬墓含む）等 

S59 釧路市 国史跡 春採台地竪穴群   ● 竪穴住居跡群 

S60 釧路市 国史跡 北斗遺跡   ● 竪穴住居跡群 

S61 釧路市 市史跡 三津浦古谷遺跡 ●  ● 竪穴住居跡群 

S62 釧路市  幣舞遺跡 ●  ● 墓地・貝塚等 

S63 厚岸町 道史跡 厚岸神岩砦跡及び竪穴群 ●  ● 竪穴住居跡群、貝塚等 

S64 厚岸町 町史跡 筑紫恋入口竪穴群   ● 竪穴住居跡群 

S65 厚岸町 町史跡 ホロニタイ竪穴群   ● 竪穴住居跡群 

S66 厚岸町 町史跡 チカラコタン竪穴群   ● 竪穴住居跡群 

S67 根室市 国史跡 西月ケ岡遺跡   ● 竪穴住居跡群 

S68 標津町 国史跡 標津遺跡群   ● 竪穴住居跡群 

S69 羅臼町  松法川北岸遺跡  ●  竪穴住居跡群 

S70 羅臼町  オタフク岩遺跡  ● ● 竪穴住居跡群、墓地、動物儀礼跡等 

※ 国・自治体指定史跡は全てを掲出した。「続」は続縄文文化、「オ」はオホーツク文化、「擦」は擦文文化の略。続縄文文化には北大式、

擦文文化にはトビニタイ式を含む（表２も同じ）。 
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の指針が対象とする古代集落遺跡群の重要な特徴であり、理由の説明が必要なものと考えるべきだろう。 

住居の更新と焼失住居 オホーツク文化（特に 7∼8 世紀頃）には古い竪穴住居の掘込みを利用して新しい住居を建

てる例が知られており、継続性を持つ世帯のような集団が同じ位置で住居を建て替えた可能性が考えられている

（S42・45など）。一方擦文文化の場合は新旧の竪穴住居が重なること自体がほとんどなく、居住の単位となった世

帯やその継承のあり方に変遷があったことを示す。 

なお、古代集落遺跡群を通じて焼けて廃絶した住居の例が多いことは注目される。縄文晩期に比べ竪穴住居の

事例が増加する前 4~3世紀からすでにその例が目立ち（S4など）、オホーツク文化では古い住居を意図的に焼いて

埋めた跡に新しい住居を建てる場合があるとされる（S45・46など）。擦文文化では発掘された竪穴住居の 10∼40%

ほどが焼失した状況で発見され、住居の廃用に際して意図的にかまどを壊すなどの儀礼があることも注意されて

いる。住居の更新や世帯の継承に際してそこで使われた火の取扱いが儀礼的な関心を集めたことが示唆されると

ともに、焼失住居から発見される炭化した建材や木製品・繊維製品が建物の構造や生活文化に関する貴重な情報

を提供する（S46・59・68など）。 

儀礼の遺構 火の関係する儀礼のほか、動物を対象とした儀礼を示すものとしてオホーツク文化の竪穴住居

内にはヒグマやトドなどの頭骨などを集積した骨塚と呼ばれる遺構が発見され（S45・46・51など）、居住の単位と

しての世帯が儀礼執行の単位ともなる場合のあったことを示している。また、擦文文化では洞窟内にヒグマの頭

骨を集積した例が知られ（S70）、狩猟に伴う儀礼と考えられている。 

埋葬と墓地 古代集落遺跡群を通じてある限られた範囲に複数の埋葬が集まった墓地の存在が比較的明瞭で

あり、個別の埋葬の間に墓の向きが揃う（S13など）、盛土ないし墳丘を伴う（S18など）、墓穴の中に一定の方式で

土器を埋設する（S10・11・13など）などの様式的な統一が見られる。そうした埋葬様式の中には、8∼9世紀頃の東

北地方北部の慣習が移入されたと考えられるいわゆる北海道式古墳（S7 など）のようなものも含まれる。また、

稀には明らかに複数の遺体を一つの大型の墓穴に埋葬している例（S58・M22 など）があり、合葬された人々がど

のような関係にあったかが注目される。 

個別の埋葬には副葬品に富むものも珍しくなく、その一括性の高さから当時の物質文化、特に威信財や装身の

あり方を典型的に示すものとしてその副葬品が指定文化財となっている例が多い（S17・20・42など）。 

墓地と居住地の関係 オホーツク文化の集落跡では恐らく同時期と思われる居住地と墓地が隣接していることが多

く（S45・49など）、従って埋葬と貝塚の重複などのために保存状況の良い遺骨が発見される場合が少なくない。し

かし、これを除くと概して埋葬の場所は居住地から分離する傾向にあったと考えられ、概ね 2世紀頃以降には対

応する居住地のわからない墓地だけが確認される事例が多い（S13・17 など）。9∼10 世紀以降になると逆に竪穴住

居の密集する居住地はあっても墓地がほとんど見つからない状況となり、古代集落遺跡群全体を通じての大きな

未解明分野となるとともに、遺骨が発見されないことが遺跡を残した人々の形質や系統を知るうえでの妨げとな

っている。 

 

（２）動産文化財 

ア 遺跡群からの出土品の概要 

人の遺骨と動植物遺存体 人類の骨自体の観察によって、身長や体の使い方、骨に影響のある病気や栄養状態、顔

の復元が可能である。また、遺骨に残された形質から、古代集落遺跡群は日本列島に長期間隔離された新人集団

（いわゆる縄文人）をその主な担い手として出発したが、5 世紀頃からより北方に起源をもつ人々の流入があっ

たことがわかる。こういった形質や系統の問題は遺骨からしか明らかにならない。 

貝殻などの動物遺存体が集中的に堆積した堆積物は一般に貝塚などと呼ばれているが、なかでも古代集落遺跡

群からは、魚骨やウニ殻、海獣骨が卓越する堆積物が各地で見つかっている。このことから縄文時代とは異なる

生業が想定され、主要な対象こそ季節的に多数来遊する種など容易に捕獲できる種ではあるが、太平洋側のメカ

ジキや道南西部のヒラメ、オホーツクのクジラのように捕獲の困難な種をあえて対象にしている可能性もあり、

遺存体が狩猟・漁撈技術の高度化や文化的な価値観まで反映していると考えられる。 

また、炭化種実や土器に残った種子圧痕からは当時の植物利用を、遺跡の土壌中に含まれる花粉からは、周辺

にどのような植物が繁茂していたかを知ることができる。古代集落遺跡群には、本州側の古代国家の経済の根幹

となった稲作が伴わない一方で、炭化した種実や土器に残された圧痕から、雑穀類の栽培や交易品としての入手

は行われていたことが明らかになっている。 



 

 

土器 古代集落遺跡群から出土する土器は、主に自家生産・消費を前提として遠隔流通しないもので

あった。そのため、形態や装飾の変異は住民の地域性や文化系統の違いをかなり緻密に反映しており、例えば 6

世紀頃までの土器は縄文が施され前史からの伝統が明瞭であり、6~8 世紀頃に道北部に広がる土器はアムール川

流域の影響を、7~9 世紀頃の土器は本州の影響を強く示している。これらの影響は、集団同士の密接な交渉、接

触があった痕跡だと考えられ、古代集落遺跡群の成り立ちや、大陸や本州からの文化的影響を考える上で重要な

証拠となる。 

こうした系統・伝統の差はあるが、総体として用途などによる形態の分化は低調であり、儀礼用かと思われる

注口土器や供膳具と思われる高坏等があるものの大半は調理用と考えられ、土器の付着物は調理された食物の年

代＝使用年代の決定や食性復元のための試料となる。 

この縄文時代から続く伝統に基づく土器の自家生産は、本州との交易によって入手した鉄鍋の流通と関連して

終了すると考えられる。鉄鍋の普及を反映するように、15世紀頃までには、鉄鍋を模した内耳土器が製作・使用

されるようになり、17世紀以降では、鉄鍋の普及が完了し北海道地域では調理用の土器が見られなくなる。この

ように縄文時代以来の伝統に基づく土器は、北海道地域の古代集落遺跡群に共通してみられ、その成り立ちや変

遷、終焉がよく古代集落遺跡群と対応する動産文化財と言える。 

利器 金属を持たない文化であった縄文以前と異なり、古代集落遺跡群では金属器や金属加工の痕跡

が出土している。一方で、北海道地域では同時期に遡る製鉄遺構がこれまで確認されておらず、その他の金属の

精製がなされていた痕跡もないため、他地域との交易で金属を得ていたと考えられる。交易先は主に本州であっ

たようだが、オホーツク文化の曲手刀子など大陸から入手したと考えられる金属製利器も見受けられる。これら

の金属器は、当初は加工具としてのみ使われていたようだが、流通量の増加に伴い、銛先や釣針などにも使用さ

れるようになっていく。 

言い換えれば古代集落遺跡群では、金属器が普及する途上にあり、金属器の普及の度合いによってその他の素

材も利器としていまだ重要であった。例えば、6 世紀頃は狩猟や動物の解体に関係する石器が多く出土するが、

時代が下ると石器の種類が減少してゆく様子が見て取れ、7世紀頃の石器は石鏃や掻器など限られたものとなる。 

一方で、鳥や陸海獣、魚の骨や歯牙、角、貝殻を材料とする骨角器は、古代集落遺跡群の広い範囲で石器より

も多くの種類が確認できる。金属製加工具の普及により造作が容易になったためとも考えられ、動物意匠に代表

される非常に精緻な造形が施された資料からは、当時の精神活動を今に伝えている。また、骨製の本体に鉄製の

刃部を合わせた銛頭など、機能上重要な部分は金属器と置き換わりながら複合的に使用される例も多い。 

木製品・繊維製品 土器や石器という腐食や分解の恐れがほとんどない遺物の他に、木製品や繊維製品も埋没の

条件によっては今日まで保存される例があり、古代集落遺跡群で広く用いられていたことを示している。 

特に木材は比較的加工がしやすいことに加え、金属製の加工具が普及したことで以前よりも自由な造形や精密

な装飾が可能になり、盛んに木製品が使用されていたと考えられる。当時の様子を伝えるものとして、低湿地の

遺跡から内水面漁業に関する遺構や漁具が見つかっているほか、焼失した住居などから炭化した木製品が出土し

ている。これらは当時の生業や技術を伝えると同時に、中世以降の北海道周辺地域でみられる文化につながると

考えられる特徴も見られ、当時の精神文化をも垣間見せている。 

繊維製品については、縄文時代以来の編物に加えて織物が出土している。単純な平織に限られているようだが、

本州などとの交易の過程で、織物とそれを織る技術が伝わっていたと考えられる。糸を紡ぐ作業に役立つ紡錘車

の出土が次第に目立つようになり、織物の利用が一般化したと考えられる。 

移入品と自製品、文字資料 古代集落遺跡群では、他地域との交易の中で様々な物資を手に入れて生活をしていた

が、特に重要なのは鉄製品である。後の文化にも言えることであるが、この時期以降の北海道地域では、生活の

各分野で鉄製品に頼りながら、その生産はせずに外部からの入手に頼っていたことが大きな特徴である。これら

は主に本州との交易で入手されたと考えられ、その繋がりは土器の模様や特徴にも影響を与えるほど密接であっ

たと考えられる。 

明らかな域外製の金属製品も出土する。これらの中では、オホーツク海沿岸で出土する青銅製の装飾品に代表さ

れる大陸の金属器や鉄鉾、8 世紀頃を境に古代集落遺跡群に持ち込まれるようになる本州製の蕨手刀などが特徴

的である。こうした域外との交渉によって入手した武具や銅鏡、古銭などは威信材としての役割を果たした可能

性が高い。また、装飾品でも、本州やサハリンなどから製品や原材料を手に入れていたことが様々な出土品から

窺える。 
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表２ 北海道古代集落遺跡群を構成する文化財の事例（動産文化財） 

番号 出土地 指 定 指定名称または出土遺跡名 続 オ 擦 概 要 

M1 芦別市 道有形 滝里遺跡群出土遺物 ●   琥珀玉、クマ形石製品等 

M2 芦別市 市有形 毛抜形太刀   ●  

M3 栗山町 町有形 続縄文時代鳩山 2遺跡「深鉢形土器」 ●    

M4 札幌市 道有形 札幌市K-446遺跡出土の遺物   ● 紡錘車等 

M5 札幌市  H317遺跡 ●   ヒエ属種子等 

M6 札幌市  K39遺跡（サクシュコトニ川遺跡を含む）   ● 舟、杵、アワ・キビ・オオムギ種子等 

M7 札幌市  K135遺跡 ●   紡錘車等 

M8 江別市 国重文 北海道江別太遺跡出土品 ●   石製ナイフ、木製漁具、琥珀玉等 

M9 江別市 国重文 北海道元江別１遺跡土壙墓出土品 ●   琥珀玉、碧玉管玉等 

M10 江別市 市有形 坊主山遺跡出土江別式土器 ●   墓地の副葬品等 

M11 江別市  高砂遺跡 ●   クマ形石製品等 

M12 江別市  江別古墳群（後藤遺跡）   ● 鉄製工具・農具、紡錘車等 

M13 千歳市 国重文 北海道美々8遺跡出土品   ● 土師器、須恵器等 

M14 千歳市 市有形 蕨手刀   ● ウサクマイA遺跡付近出土 

M15 千歳市  末広遺跡   ● フイゴ羽口等 

M16 恵庭市 市有形 島松沢 3遺跡出土品   ● 須恵器 

M17 恵庭市 市有形 茂漁8遺跡出土品   ● 皇朝銭（隆平永宝） 

M18 恵庭市 市有形 柏木A遺跡出土品   ● 鉄刀（蕨手刀） 

M19 恵庭市  柏木B遺跡 ●   ガラス玉等 

M20 恵庭市 国重文 北海道西島松 5遺跡出土品   ● 鉄刀・刀子等 

M21 恵庭市  ユカンボシE7遺跡   ● 木製餌やり具？等 

M22 恵庭市  中島松 7遺跡   ● 布圧痕土器等 

M23 石狩市 市有形 石狩八幡町遺跡ワッカオイ出土の土器 9個 ●   9体合葬墓の副葬品 

M24 石狩市  紅葉山 33号遺跡 ●   鉄器、漆塗弓、碧玉管玉等 

M25 余市町 道有形 天内山遺跡出土の遺物 ●   鉄製工具、農具・武具等 

M26 余市町  大川遺跡 ●   魚形石器、碧玉管玉等 

M27 伊達市 国重文 北海道有珠モシリ遺跡出土品 ●   南海産貝製品、クマ形装飾角器等 

M28 豊浦町  礼文華遺跡 ●   紡錘車等 

M29 白老町 町有形 アヨロ遺跡出土の装身具等 ●   琥珀玉、碧玉管玉等 

M30 厚真町 町有形 
厚幌ダム遺跡群出土の擦文・アイヌ文化期の

精神及び葬送儀礼に伴う遺物群 
  ● 須恵器、青銅鋺、調理キビ等 

M31 平取町  カンカン 2遺跡   ● 鉄製武具、青銅鋺等 

M32 函館市 市有形 

恵山貝塚出土品を中心とする恵山文化期骨角

器製品一括資料 506 点並びに恵山貝塚出土遺

物を中心とする恵山式土器一括資料62点（旧

能登川コレクション） 

●   骨角製漁具、クマ形装飾角器等 

M33 松前町  札前遺跡   ● 鉄製漁具、鉄滓等 

M34 北斗市  茂別遺跡 ●   石製ナイフ、魚形石器、ヒエ属種子等 

M35 森町  尾白内貝塚 ●   石製ナイフ、魚形石器、鉄刀子等 

M36 八雲町 町有形 甕形土器   ● トコタン 2遺跡出土 

M37 奥尻町 道有形 青苗遺跡出土品（青苗貝塚）   ● 骨角製漁具等 

M38 奥尻町 町有形 丁字頭勾玉（青苗貝塚）   ● 副葬品、翡翠 

M39 奥尻町  青苗貝塚   ● 鉄製漁具、鉄滓等 

M40 せたな町 道有形 南川遺跡出土の遺物 ●   石製ナイフ、碧玉管玉等 

M41 旭川市 市有形 錦町5遺跡出土の斧柄   ● 鉄斧の柄 

M42 苫前町 町有形 須恵器（甕）   ● 香川1遺跡出土 

M43 浜頓別町  ブタウス遺跡 ●   石製ナイフ、琥珀玉等 

M44 枝幸町 国重文 北海道目梨泊遺跡出土品  ●  鉄刀、青銅製帯金具、銙帯金具等 

M45 枝幸町 道有形 ホロナイポ遺跡出土の遺物   ● フイゴ羽口、鉄刀子等 

M46 豊富町  豊里遺跡   ● 鉄刀、炭化布等 

M47 礼文町 道有形 礼文島出土の歯牙製女性像及び動物像  ●  牙製婦人像・動物像 

M48 礼文町  香深井 1遺跡（香深井A遺跡）  ●  骨製クマ像、イヌ・ブタ骨等 

M49 利尻町 道有形 亦稚貝塚出土の遺物  ●  クマ・海獣類形装飾角器等 

M50 利尻町 町有形 亦稚貝塚出土の遺物  ●  舟形土製品、クマ形装飾角器等 

M51 利尻富士町  利尻富士町役場遺跡  ●  舟形土製品、イヌ・ブタ骨等 

M52 網走市  最寄貝塚  ●  
舟線刻土器、骨角製漁具、鉄製武具、オ

オムギ種子、牙製婦人像等 



 

 

表２ 続き 

同時期の本州や大陸では、文字によって出来事の記録がなされているが、北海道とその周辺では文字を記した

須恵器などが稀に出土する程度で、地域の住民が自ら残した記録はない。各種の移入品は、当時の交易網や経済

圏を反映し、技術や価値観までも推定させる資料であるとともに、隣接地域との年代対比の基礎として非常に重

要である。 

 

イ 主要な出土品の例示 

生業（農耕導入のあり方） 古代集落遺跡群では作物の種子とみられるものが見つかっており、年代が下るにつれ

確実な事例が増加する。続縄文文化では縄文文化に比べヒエ属種子の発見事例や数量が増え、それが隣接地域で

のイネ科穀物の普及と無関係でない可能性を考えさせる（例：M5・33 など）。8 世紀以降には列島外で栽培化され

た作物であるアワ、キビ、オオムギが登場し、その栽培・利用が定着したことが多量の炭化種子（M6・52 など）

や杵（M6など）の出土によって示される。 

オホーツク文化ではイヌやブタの骨が出土しており（M48・51 など）、続縄文文化でもイヌの骨が多量に出土す

る遺跡があって（S44・M61 など）雑食性の家畜が食用に利用されていたようである。しかし本州や大陸の遺跡と

は異なり、本格的な農耕家畜ともいうべきウシやウマ、稲作と結びつきの強いニワトリの遺存体は見つかってい

ない。 

生業（狩猟・漁撈） 前 4~2 世紀頃に動物解体用とされる石製ナイフ（着柄して使う大型で扁平な両面調整石器）

が道東部を中心に盛行する（M43・54・61 など）。前 1~1 世紀頃には道南部から道央部にかけて、現代のルアーに

相当する魚形石器が出土する（M26・34など）。道央部では内陸に位置する 1~2世紀頃の遺跡から木製の銛やヤス、

サケ叩き棒が出土している（M8）。7~8世紀のオホーツク海沿岸部の遺跡からは多量の銛先、中柄、ヤス、釣針が、

また漁網の錘や舟の錨と考えられている大型の石錘も出土する（M44・52 など）。これらの遺物は海や川での漁撈

や海獣の狩猟が当時の生業において大きなウエイトを占めていたことを想起させ、魚形石器や大型の石錘は海底

近くや深い海の魚を狙う特殊な釣りの発展を示す可能性が考えられる。 

鉄器の利用と域外依存 弥生文化とほぼ平行する時期に北海道でも刀子や鏃など鉄器の利用が始まったと考えられ

ている（M24・35 など）。7 世紀以降になると鉄器が本格的に普及したと考えられ、大刀類（大刀、蕨手刀など）、

狩猟・漁撈具（鏃、釣針など）、農耕具（鎌、刀子など）などが土坑墓から多数出土し始め（M20・25 など）、8~9

世紀にも同様な鉄器が北海道式古墳や土坑墓から出土する（M12・14 など）。道東北部でも 7~8 世紀までは大陸か

らの移入とみられる曲手刀や鉾などの鉄器が出土するが、8～9世紀以降は本州方面から入手した直刀や蕨手刀に

代わる傾向がある（M44・52など）。刀はまっすぐな直刀（大刀や横刀）と柄が上反りする蕨手刀や毛抜形大刀（M2）

があり、後者の方が後出である。10世紀以降には鉄器の流入はさらに増え、周溝盛土遺構から擦文土器や青銅鋺

などと共に大量の鉄製品（大刀、刀、鉾など）が見つかっている（M30・31など）。 

このように鉄器の利用は普及するが、8世紀くらいまで冶金を示す遺物はない。9世紀以降はフイゴの羽口（M15・

45など）と鉄滓（M33・39など）が出土しており、前述したように再利用のために集積されたらしい鉄材が出土し

番号 出土地 指 定 指定名称または出土遺跡名 続 オ 擦 概 要 

M53 網走市  二ツ岩遺跡  ●  織機部品、オオムギ種子等 

M54 北見市 国重文 北海道常呂川河口遺跡墓坑出土品 ●   石製ナイフ、琥珀玉、クマ形装飾品等 

M55 北見市 市有形 中ノ島遺跡の出土遺物 ●   墓地の副葬品等 

M56 北見市  トコロチャシ跡遺跡  ●  大型石錘、炭化木製品、骨製クマ像等 

M57 北見市  栄浦第二遺跡  ●  クマ形装飾角器等 

M58 斜里町  チャシコツ岬上遺跡  ●  皇朝銭（神功開宝）等 

M59 湧別町  川西オホーツク遺跡  ●  牙製クマ・海獣像等 

M60 池田町 町有形 池田3遺跡出土遺物 ●   琥珀玉等 

M61 釧路市  幣舞遺跡 ●   石製ナイフ、骨角製漁具、イヌ骨等 

M62 釧路市  北斗遺跡   ● 織機部品、調理キビ等 

M63 根室市  弁天島貝塚竪穴群  ●  骨製針入、クマ・海獣類形装飾角器等 

M64 中標津町 町有形 蛙意匠の土器 ●   西竹遺跡出土 

M65 羅臼町 国重文 北海道松法川北岸遺跡出土品  ●  鉄刀子、炭化木製・樹皮製品等 

※ 国・自治体指定文化財は全てを掲出した。「続」は続縄文文化、「オ」はオホーツク文化、「擦」は擦文文化の略。続縄文文化には北大

式、擦文文化にはトビニタイ式を含む（表１も同じ）。 
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た例もあるので（M31）、入手した鉄材の加工はあったと言えるが製鉄を立証するものは出土していない。鉄素材

は主に律令政権の地方機関である東北地方の城柵官衙との朝貢交易や東北北部の蝦夷との交易などを通じて入手

したと考えられている。ヤス状の鉄器（M33・39など）はアワビ採取具と考えられており、本州以南で需要の高い

交易品を生産したとも考えられる。鉄の入手はそうした交易の重要な目的だった可能性が高い。骨角製の銛頭や

ヤス状具も交易品の生産に寄与したことが考えられる（M37など）。 

生活文化（機織） 作物や鉄だけではなく、衣料としての布の製作技術も隣接地域から導入された。繊維に撚り

をかけて糸を紡ぐ際に使用するはずみ車を紡錘車と呼ぶ。紀元前後には少数ながら土製紡錘車が出土するが（M7・

28など）、織機の実物らしいものの出土は 8世紀まで下る（M53）。8世紀以降は土製紡錘車が普及し、布圧痕や炭

化布の出土例もある（M22・46など）。 

生活文化（木工） 工具としての鉄器の普及は木工の発達にも反映されている。8 世紀頃にはオホーツク文化の

領域で精巧な動物の意匠などをもつ木製品の製作が発達した（M65など）。また、数人の乗り組む舟で捕鯨をして

いたことを示す 6~7 世紀の骨製針入れも出土しており（M52・63 など）、舟の製作技術の発展があったと考えられ

る。道央では 10世紀頃の舟に鉄器によるとみられる加工が施されている（M6）。 

生活文化（装身具） 装身具も大幅に域外からの入手に頼っているのがこの遺跡群の特徴である。前 3~前 1世紀頃

の道東部から道央部の墓には琥珀玉が副葬される例があり、一つの墓から千点を超える大量の琥珀玉が出土した

墓もある（M1・54など）。琥珀は国内産と分析された資料はないが、サハリン産と分析された資料がある。前 1~1

世紀頃の道央部から道南部にかけては墓から碧玉製管玉が出土する（M9・24など）。碧玉製管玉は本州産の碧玉を

日本海側で加工したもので、東北地方北部の弥生文化から波及したものと推定される。同じころ南海産であるイ

モガイやマクラガイ、ホタルガイなどの貝製品が出土しており（M27）、本州との交流を示している。 

3~4 世紀には墓から青いガラス玉が出土している（M19・54 など）。ガラス玉の副葬は古墳文化の墓と共通性が

あるが、常呂川河口遺跡のガラス玉自体は中国産と分析されている。6 世紀以降には道南部で硬玉製勾玉が出土

しており（M38）、本州との関連性がうかがえる。7世紀以降には道東北部では青銅製帯金具が出土するが（M44・

52・57など）、アムール川流域に由来するものと本州地域から搬入された二者が存在するとされている。 

精神文化  この遺跡群を残した人々の精神文化をうかがわせるものとして、動物を象った造形が特徴的

である。縄文文化を特徴づける土偶は全く姿を消し、代わって前 4 世紀から写実的な動物像（M1・11 など）や動

物意匠の器物装飾（M27・32・64 など）が増加し、特にクマやクジラを象ったと思われるものが目立つ。7 世紀以

降の道東北方面では多様な海獣類などの造形も加わるが、ヒグマと思われる造形はやはり最も多く（M56・57 な

ど）、飾り帯のようなものをまとった姿を写した例（M59）もあって、近世以降にこの地域で記録されている飼い

熊送りの儀礼がすでに行われていたとも考えられる。 

こうした動物への強い関心を示す造形の中で、オホーツク文化に特徴的な海獣牙製の婦人像（M47・52など）は

この遺跡群から発見されるほぼ唯一の人の像だが、同じ時期に隣接地域の古代国家に普及した仏教由来の造形と

は関係がなく、やはりこの遺跡群に固有な精神文化を反映するようである。10世紀以降、擦文文化の拡散ととも

にこうした写実的な造形は姿を消すが、檻に入れた動物に餌をやる用具らしいもの（M21など）が出土しており、

動物を飼育し儀礼の対象とすることが継続した可能性も考えられる。 

 

（３）文化財の情報 

ア 文化財のデータ化 

文化財情報のデータ化 北海道の集落遺跡群とその出土品は、北海道に固有な歴史と文化を立証する貴重な資料で

あるが、それらを製作・構築した主体が現在まで資料を保管している例はない。本来の所有者が判明する可能性

は極めて低く、その大部分は時間経過のなかで土の中に埋もれ私たちが日常的に目にすることはまずない。これ

ら資料が文化的な資源として価値を持つためには発見され、文化財が持つ情報が抽出されたり分類されたりする

ことで私たちが理解できるように整理され、文字や画像といた形に変換され紙や Web などの媒体で公開できる

状態にデータ化される必要がある。データ化された情報をもとに文化財が解釈され、社会に周知されることで価

値が共有される。 

遺跡群を構成する動産（遺物）・不動産（遺構）は文化財保護法で言う「埋蔵文化財」であり「土地に埋蔵され

ている」文化財である。前節までの記述が考古学の成果を中心に進められているのは、考古学が物質的な資料で

ある埋蔵文化財（遺跡・遺構・遺物）を発掘作業により発見し、学術的な価値づけを行う分野であるからだ。 



 

 

遺跡の所在のデータ化 近代以前から過去の人びとが暮らした痕跡が遺存していることは認識されていた。北海道

とその周辺が国家の領域に編入され、行政的に土地が区画されるにつれ遺跡の所在に関する情報を共有すること

が可能になっていくが、当初は地名や所在地の地誌的な描写にとどまり、狭い研究者間で共有されていた。遺跡

とその周囲の地形図の作成が試みられたのは、重要な遺跡を保護しようとする行政的な取組みが開始された大正

年間である。20世紀後半以降、道内でも学術機関による考古学的な調査が活発化した。こうして得られた学術情

報は 1950 年施行の文化財保護法やそれ以降の自治体条例に基づいて進められた史跡指定や埋蔵文化財包蔵地の

周知に関する資料に反映され、遺跡の保存活用に重要な役割を果たした。 

位置情報の共有 告示される史跡の位置情報は基本的には土地区画（地番や林班）のみであり、具体的な所在は

現地に境界杭を設置して表示することが現在も基本である。また、埋蔵文化財保護に関する届出等に土地区画の

明示が要求されるようになった結果、埋蔵文化財包蔵地の位置を社会に周知する資料に土地区画情報の表示が不

可欠になったのは 1975 年以降である。実際に届出の対象となる包蔵地の範囲は、個別の案件ごとに事業者と文

化財保護行政との協議等を通じて決定されている。 

2004年以降、道内の埋蔵文化財包蔵地の周知資料をWeb上で閲覧できるようになったことで情報の共有が進

んだが、その精度や客観性には改善の余地が大きい。遺跡や埋蔵文化財包蔵地の位置を確定し、不動産文化財の

位置と範囲についての情報が広く共有・活用されるためになすべき努力は大きい。しかし遺跡範囲の把握が考古

学的調査に依拠する点で金銭的・人的経費と時間を要し、そうした調査が土地所有者や用益者の理解と協力のも

とでのみ可能である、という制約を伴う。この遺跡群の価値の明確化と実際の活用の推進を通じた住民の受益が

なければ、その所在や範囲に関する情報の改善・共有も進展しない、という関係にある。 

破壊を伴うデータ化 遺跡内容を把握する調査の主体は野外における発掘調査で、堆積物を掘削して埋蔵文化財を

検出し、何がどのように埋没し遺存していたかという情報を抽出し記録する。発掘調査は開発工事に伴う緊急調

査と学術的調査の大きく 2つの種類があるが、経緯や目的、採用される調査方法やその精度に関係なく調査を通

じ埋蔵文化財がデータ化される。基本的に発掘調査の担当者しか抽出可能な情報の全体像や情報の抽出過程は知

り得ず、第三者はデータ化され、公表された情報を閲覧することになる。 

地表からの観察や調査では埋蔵文化財の現状やどのような情報が遺存しているかはほとんどわからず、埋蔵文

化財の情報も抽出できないため堆積物の掘削を行い、遺物や遺構を検出しなければならない。発掘調査の黎明期

には現在の認識では調査が完了していない状態で調査が終了している例もあるため、掘削（破壊）を伴う調査を

繰り返すことで蓄積された知見をもって初めて適切な調査ができる。調査の蓄積により調査対象（埋蔵文化財）

が分類され、対象ごとの調査方法がアップデートされていく。しかし、調査の基本となる掘削作業が同時に埋蔵

文化財の破壊行為であることには注意が必要である。 

発掘調査の難しさ 埋蔵文化財を包含している堆積物を取り除けば文化財が発見されるといった単純な状況の遺

跡はまずない。現在に残る過去の人びとの痕跡の多くは、自然営力や後世の土地利用といった人為的行為の累積

を経て土地に埋没している。その時間的経過により付加された様々な情報が重層的に堆積している。そこで考古

学者は、堆積した層の逆転がない限り上が新しく下が古いという法則をもとに文化財を被覆する堆積物の層位に

注意を払いながら、上位の層から掘り下げを行う。 

その土地が断続的に利用されていた場合、最も古い遺構を検出した時点でそれより上層にある遺構は破壊され

る。埋蔵文化財は、周囲の堆積物を取り除く瞬間から文化財が埋没当初から保有していた情報の劣化が始まる。

堆積物の掘削に伴い埋蔵文化財のもつ情報の一部が失われる可能性もある。破壊された文化財は二度と再現でき

ないため、掘削前から調査完了まで遺跡に対してどのような調査を行ったかという過程を記録することも重要と

なる。 

野外調査における記録技術の発達 遺跡から得られる情報量は調査者の観察力や記述力、調査の目的、調査に対する

問題意識に依存する部分が大きい。再現性が低い発掘調査の成果を野外調査終了後に検証できるよう、遺跡の画

像や正確な位置データの記録を発掘調査時にできる限り行う必要がある。近年では新しい技術が野外調査に応用

され、遺跡から情報を抽出する方法が高精度化・効率化している。向上した測位技術や測量機器をあわせると、

誤差が生じ主観が介在する人の手による計測よりも客観的かつ再現性も高い面がある。現在、運用の低コスト化

や簡便化が進む写真測量やフォトグラメトリなどが調査現場へ適用されつつあり、遺跡の情報を記録する作業が

効率化することが期待されている。このような測位技術の向上や新しい画像記録の方法は作業の効率化だけでな

く、遺跡の情報を客観的に記録する手段としても積極的に導入することが望ましいだろう。 
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遺物のデータ化 発掘調査で得られる資料には、発掘現場から持ち帰ることが不可能な遺構と可能な遺物があ

る。遺物は、室内での整理作業で属性（材質・形態・大きさ・重量・製作や使用の痕跡・文様など）が抽出され

分類される。これらの情報は、種類ごとの時期性や地域性を推定する資料となる。遺物の整理では、野外調査で

記録された遺物が出土した層位や遺跡・遺構内での出土位置が重要となる。層位から属性の新旧を確認でき、遺

跡・遺構内の同じ層位や場所で出土した場合はそれらの属性の共時性を確認することができる。 

整理作業で遺物から抽出された情報と野外調査で記録された情報とが整理・統合され、調査報告書としてデー

タが公表される。報告書に掲載されるデータに至る過程で、野外調査で記録された情報や整理作業を通じて新た

に得られた情報は取捨選択されるため、公開されない情報もある。例えば、ある遺物に与えられた整理番号は発

掘調査現場、整理作業、報告書で異なる場合があり、報告書では発掘調査現場で与えられた整理番号が公表され

ない場合もある。オリジナルな位置情報は発掘調査現場で与えられた整理番号に紐づけられることが多い。この

ような報告書で公表されない調査の情報も、調査や整理作業を担当していない第三者が報告書でのデータ公表後

も確認できるように作業過程の記録として残される必要がある。 

近年、調査現場において堆積物に含まれる微細遺物（動物の骨や炭化した植物）の回収が進み、炭化物が放射

性炭素年代測定のために採取されることが多い。しかし、分析技術が向上しても出土位置や層位の情報が分析対

象と紐づけられなければ、遺跡や遺構・遺物との関係を厳密には検討することはできないことに注意が必要であ

る。 

 

イ 情報の保存と活用 

不動産文化財と動産文化財をつなぐ情報 前項で述べられた古代集落遺跡の情報（データ）は、大きく 2種類に分け

られる。1 つは地表面での測量調査による竪穴分布図のように、発掘調査を行わずとも得られる情報であり、い

ま 1つは層位情報や遺物の出土位置、全掘調査による遺構構造に関する記録など、発掘調査を行うことで得られ

る情報である。これらの情報は、いずれも古代集落遺跡の内容を説明し、その価値への理解を広める上で重要で

ある。特に発掘調査の情報は、現地に保存された、あるいは発掘調査によって失われた竪穴群や墓地など不動産

文化財と、出土品など動産文化財との関係を説明する際の唯一の根拠情報といえる。 

失われた遺跡を証する唯一の記録 発掘調査に直接携わっていない第三者にとって、不動産文化財である竪穴群や

墓地などと、動産文化財である出土品との関係の把握は、発掘調査に直接携わった者の解釈に基づいて記録され

た情報をたよりに行うしかない。この情報源となるのが、調査者による解釈結果の公表の一つのかたちとして、

調査後に製作・刊行される発掘調査報告書である。しかし調査者の解釈には誤りがある場合も想定されるため、

将来の検証手段を可能な限り残すためにも、発掘調査の過程で記録された、諸調査記録は重要な情報といえる。 

現場記録保存の重要性 将来、調査者の解釈の結果である発掘調査報告書内容に対する検証手段を残すために、写

真や遺構の実測図、遺物の出土位置情報など、現地で記録された情報、遺物台帳や遺物実測図、接合関係台帳な

ど、室内整理作業で記録された情報は、重要な情報として可能な限り保存されることが理想といえる。これら調

査記録を基に、発掘調査の追検証がある程度可能となるからである。 

情報としての出土品 発掘調査によって得られた出土品は、現地調査の後、室内整理作業の過程で遺物台帳に登録

され、接合作業などの必要に応じて出土品自体にも出土地点や地層、台帳との対応を示す記号などの注記が施さ

れる。このように、調査の過程を経た出土品は調査で得られた情報の体系の中に位置づけられている。 

個別の遺物はそうした情報を立証し、さらに将来そこからさらなる情報を引き出す可能性を保持した資料とし

てかけがえのない存在である。例えば見た目のよく似た土器が多数ある場合であっても、その一つ一つは異なる

地点・地層から、異なる他の遺物との関係性の下で出土したものであり、それぞれの出土品に固有の情報が込め

られている。従って、どれか1点の出土品のみを保存することでは、すでに得られた情報のみならず、将来の学

術研究などを経て引き出されうる情報を担保することはできない。 

このように、調査による出土品には古代集落遺跡群に関する情報を立証するもの、あるいは今後そうした役割

を果たす可能性のあるものとしての性質がある。出土品を保存するということは、調査によって失われた遺跡や

遺構と引き換えに得られた情報を可能な限り完全な形で保存する努力の一部であり、この点で代表的な出土品と

して図化や撮影を通じて広く知られるものとそれ以外の出土品との間に差はない。 

情報の保存に要求される専門性 調査件数が増える程に、そこから得られた情報を担保する出土品や諸記録も増加

するため、これらの保管場所の確保や、その管理負担が増加していくことになる。また調査記録も、時代と共に



 

 

紙ベースの記録からデジタル記録へと移行してきており、情報のかたちに合わせ、保存方法の見直しや記録の整

理・要約も必要となる。こうした作業は埋蔵文化財調査の実際に精通し、将来にわたって担保を要する情報とは

何かについて判断することができる者が行わないと、必要な情報が失われ、あるいは劣化する懸念があることか

ら、情報の保存には専門性が求められる。そしてこうした情報の保存は埋蔵文化財センター、博物館や郷土資料

館などの施設が担う場合もあるが、そうした専門的施設が用意されていない場合、保存の成否はより直接に出土

品や記録の管理の業務に当たる担当者の専門性にかかってくることになる。 

情報の公開と活用 遺跡発掘調査の記録は、発掘調査報告書として刊行されることで、調査記録の情報公開に向

けた最初のステップを経ることとなる。前項で触れたように、1970年代以降の開発に伴う発掘調査の中で、各地

の遺跡の膨大な調査記録が発掘調査報告書として刊行され、主な自治体宛に配布されてきた。発掘調査報告書の

主な保管機関は、各市町の教育委員会や埋蔵文化財センターなど、文化財担当の置かれた施設や、図書館等に配

置されていることが多い。また近年では刊行された発掘調査報告書をデジタル化し、オンライン公開を行う事例

も増えてきている。 

発掘調査報告書によって公開された情報の活用としては、第一に、学術調査研究利用がある。遺跡からどのよ

うな遺構が見つかり、その遺構から何が出土したのか、さらに他の遺跡と比べた時に、その遺跡はどのような特

徴を持っているのかといった、遺跡の内容を説明するために必要な比較研究は、まず公表された報告書を手掛か

りに行われ、さらにそこに収録されていない調査の一次記録や出土品の調査に進む。 

この学術調査研究を重ねた上で、次のステップとして、普及啓発のための活用へと移行する。文化財情報の普

及啓発を担う主な場は、発掘調査が行われた遺跡がある現地や、各地に設置された博物館や郷土資料館のほか、

近年ではインターネット上で公開されるデジタルミュージアムなども登場している。普及啓発のための情報活用

は、不動産文化財を対象とした場合は、主に説明板の解説内容や、現地での遺構復元整備の場面で活かされる。

また動産文化財を対象とした場合は、博物館や郷土資料館に出土品を展示する際の説明や、解説パネルの本文、

図表等を作成する場面で活かされる。学術調査研究と普及啓発のいずれの活用も、発掘調査報告書がそのベース

となる情報となる。 

情報の公開活用の専門性 調査記録を整理要約した発掘調査報告書は、前項で触れた学術研究機関や文化財行政の

長年の取組の中で、調査結果の掲載方法が学術調査研究や普及啓発に展開し得るだけの一定水準を保つように磨

き上げられてきた。 

しかし、公表の形式としての発掘調査報告書は公開活用の第一歩でしかない。そこにまとめられた知見を個別

の調査記録や保管された出土品と関連付け、学術調査研究に耐える情報の体系として管理するうえで、また一方

では、報告書に盛られた 知見の意味を一般の方にも理解できる形に再編集し、郷土の歴史や文化への理解に役立

つ内容として発信するうえで、必要とされるのは物言わぬ遺跡や出土品を情報に置き換え、その本質を読み取る

作業についての専門性である。文化財自体とそれが示す情報との仲介という仕事は、どのような文化財分野でも

多かれ少なかれ必要なものではあるだろうが、その役割が特に大きいのがこの指針の対象とする文化財群の特徴

であるように思われる。 
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３章 保存活用の目標 

 

前章までの認識を踏まえ、北海道古代集落遺跡群の価値と、その価値の保存活用における目標を以下のように

整理する。 

 

１節 遺跡群の価値の明確化 

（１）地域に固有の歴史を示す遺跡群 

ア 歴史と文化を立証する存在 

古代集落遺跡群は、文献記録の乏しい北海道の古代の歴史や文化について具体的に立証するうえでの中核的な

証拠となるものである。 

イ 地域の歴史の理解に必要な存在 

この遺跡群は隣接地域で国家の形成が進行した時期に、北海道とその周辺地域がそれとは異なる歴史を辿った

ことを立証する。近世・近代に北海道とその周辺地域が急速に国家の領域に編入されたことの意味は、この遺跡

群が示す地域に固有の歴史の歩みを踏まえることではじめて適切に理解される。 

ウ 類似の遺跡群との差異  

北海道の古代集落遺跡群は、隣接地域の集落遺跡群との間に密接な相互の交流の存在を示すが、そのことは直

ちにそれぞれの遺跡群の物語る内容が同一であることを意味しない。例えば、早くから国家の領域に属した本州

東部の同年代の遺跡群とは物質文化の点で多くの共通点が見られるが、北海道の古代集落遺跡群は上記のような

地域に固有の歴史の歩みを示している点で、本州の遺跡群とは異なる価値を備えている。 

 

（２）民族の由来を示す遺跡群 

ア 社会的組織を反映する存在 

また、北海道の古代集落遺跡群は、国家形成につながるような階層化や分業の複雑化とは異なる方向の発展を

見せたこの地域の古代の住民の社会的組織そのものを反映している。 

イ アイヌの由来を反映する遺跡群 

この遺跡群に反映された社会的組織は、近世以降の国家への編入の過程で北海道とその周辺に顕在化したアイ

ヌとその文化の由来が、少なくとも古代にまでさかのぼることを物語っている。 

ウ 先住民族の理解に必要な存在 

したがって、今日における民族自認の意義や民族共生の重要性について理解するうえでも、この遺跡群の内容

と価値は重要な役割を果たす。 

 

（３）道民の自己認識の基盤となる遺跡群 

このように、この遺跡群は北海道の住民が歴史の中での自らの位置を確かめるうえでの基盤となるものであり、

隣接地域との共通点と差異が併存する北海道という、自らの住む地域の特性を理解するために欠くことのできな

い文化的資産である。 

 

２節 保存活用の目標 

（１）保護の体系化と計画性 

ア 住民の主体的取組みと行政計画への位置づけ 

上記のような独自の個性と価値をもつ文化財群を適切に保存し活用していくためには、その文化財が所在する

地域の住民自らがそうした活動に意識的に取り組むことが必要である。こうした認識を具体化するものとして文

化財保存活用地域計画の策定などを進め、その中に当該文化財群の価値と保存活用の方針を位置づけるように努

める。 

イ 連携と取組みの体系化 

ただし、少子高齢化の進行や経済の弱体化により社会が縮退する今日の状況にあって、個別の自治体や地域団

体が孤立して効果的な取組みを進めることは容易でない。 



 

 

古代集落遺跡群の保存・活用に関わる道内の関係者が情報の共有と意見交換の場を設け、合意を形成しながら

体系的に計画性を持って取り組み、ともに保存・活用の成果を享受することを目指す。 

 

（２）確実な保全 

次に、こうした体系的・計画的な取組みの主要な目標を、保存と活用の両側面に分けて整理する。保存の側面

における目標として 3点を挙げる。 

ア 破壊の回避 

土木工事等により遺跡そのものが破壊されることを防ぐことは、遺跡群の保存のうえで最も基礎的な措置であ

る。遺跡の所在や範囲、内容等の把握を進め、指定や登録による保護を視野に入れつつ、その破壊の回避に取り

組む。 

イ 価値の維持 

また、文化財自体の直接の滅失ではないが、日常的な耕作や営林、遺跡周辺の開発、環境の変化などによって

遺跡の価値が次第に減衰し、長期的には大きく損なわれる事例もある。 

こうした長期的な変化の予測（アセスメント）に取り組み、予測される変化に対応して遺跡の価値を維持する

ための措置をとる。 

ウ 価値を立証するものの保全  

一方では遺跡の調査から年月が経過するにつれ、出土品保管施設の老朽化、記録類の劣化・散逸が避けられな

い上に、近年では調査担当者の交代や減少も進む。 

調査によって得られた出土品や再度収集の不能な一次情報を散逸から守り、価値を発揮することが可能な状態

に保つよう取り組む。 

 

（３）活用の促進 

続いて、活用の分野における目標を示す。 

ア 学術的・文化的活用 

文化財保護法は文化財の役割を学術の発展と国民の文化的向上に寄与する点に求めている。このことを踏まえ

れば、遺跡群の学術的活用を促進するための措置が求められるとともに、その価値を、生涯学習分野などを中心

とした文化的活用に生かす取組みが必要である。 

さらに、景観・観光等部局との連携を通じて、この遺跡群の文化的資源としての価値をまちづくりの施策にも

反映することが求められる。 

イ 次世代への継承 

また、保護の努力は長期に持続することが必要であり、地域の将来を担う青少年に保護の意義が継承されなけ

ればならない。 

遺跡群の持つ価値が地域における児童生徒の教育に活用されるよう、学校教育とも協力して取り組むことが重

要である。 

ウ 地域の発展への貢献 

さらには、地域における遺跡群保護の取組みの成果はまずもって地域の住民に享受されるべきである。その上

で、遺跡を訪れる訪問者との交流（観光）を促進することで、さらに多くの関係者にとってこの取組みは有益な

ものとなり、地域愛の醸成や定住、経済の発展につながる。 

古代集落遺跡群の保護は住民や土地所有者、関係事業者などはもとより、訪問者の理解と協力があってはじめ

て可能になることを正しく認識し、遺跡群の活用が広く地域社会の維持発展に寄与することを目指す。 
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４章 保存と管理 

 

前章までの認識を踏まえ、本章では北海道古代集落遺跡群の価値を適切に保存し、確実に将来に継承していく

取組みの分野における主要な観点について整理する。 

 

１節 価値を構成する要素 

まず、保存と管理の対象となるこの遺跡群の価値の性質について述べる。その際、文化財一般に共通する性質

についてはひとまず措いて、この文化財群に固有の特性と思われるものを取り上げて検討したい。 

 

（１）価値の構造 

２章で述べたように、この遺跡群には古代の人々が遺したものが現地に埋蔵されている不動産文化財と、そこ

から掘り出されて当時の生活や文化、さらにはそれらの変遷としての歴史を物語る動産文化財が含まれる。これ

ら実体のある具体的な文化財は遺跡群の価値を支える最も基本的な要素である。 

しかし、これらの文化財には自らの内容を物語る文献がほとんど伴わない。この遺跡群の分布の外で作成され

た同時代の文献がいくらか知られているものの、個別の文化財とそれらの記述の間に正確な対応を確認すること

はできない。２章２節（３）でも示されたように、この遺跡群を遺した古代人がこれらの具体的な文化財に与え

ていた元来の理解・認識の体系は忘れ去られており、遺跡群は言わば一旦、地域の住民の認識の外に置かれたの

ちに、改めて土の中から現代の社会の中に「現れ」、新たに学術的な説明を与えられた上で文化財としての価値を

認められる。 

そのような意味で、国家の領域で形作られた文化財の場合にしばしば見られるように―例えば、年代の点では

古代集落遺跡群と共通する法隆寺や東大寺のように、ある文化財が過去から現在まで継続する社会の理解・認識

の体系の中に維持され続けて、文字通りその社会の「歴史」を立証するものとして機能する、という価値の構造

はこの遺跡群には当てはまらない。この遺跡群に認められる価値は長年にわたり社会の中で共有され再生産され

てきたものではなく、最近になって現代の社会の一角で認識され、普及し始めたものである。 

北海道の古代集落遺跡群の価値は、それが言葉で表現される限りでは（もっとも文化財の価値全般の中では、

言葉のみで適切に表現できない、例えば美的な価値の占める位置も小さくはないだろうが）、古代に形作られた個

別、具体の文化財に支えられているのと同程度、あるいはそれ以上に、現代の理解・認識の体系に支えられてい

る。 

例えばできるだけ多くの集落遺跡や出土品を法令によって文化財指定して現状の変更を禁ずるということ、ま

たその指定物件の保存活用計画策定などを通じて、その価値を構成する物理的な要素を特定し管理の方針を明示

することは、確かにこの文化財群を保全する役割を果たすだろう。しかしそうして保全される遺跡や出土品はこ

の遺跡群の価値を支えるものの全てではない。他方では、この遺跡群の価値の構造を自覚し、その価値への理解

がより社会に共有され広範に支持されるために、何が求められるかを検討することも必要であろう。 

 

（２）価値の認識と維持 

このように、社会に共有された理解・認識の範囲から少なからず疎外された（それがつまり「土地に埋蔵され

た」という状態でもある）状態で存在するということが、この遺跡群の価値の保存に取り組むうえでの前提にな

ると考えられる。 

確かに札幌のような大きな都市の中にも集落遺跡が残っているけれども、それはそもそも都市遺跡ではないか

ら、例えばローマのように、古代の遺構が都市の中核をなしているような状況はなく、遺跡は自然に近い状態で

取り残された特殊な区画の中にあって、都市全体が志向してきた集積や効率化から切り離されている印象が強い。 

また、たとえその土地が都市の外にあっても、産業の効率化の方向と集落遺跡の保存は容易に調和しない。む

しろ自然に近い環境が身近に残っている地域であればそれだけ、遺跡の所在する未開発の土地の価値は特別視さ

れることもなく、そうした土地は現代の社会の中で広く認められた価値をより多く生み出すために、徹底して改

変される傾向にある。 

この改変の流れの中で、社会の中で必ずしもその価値に対する広汎な理解を得ていない古代集落遺跡群を保存



 

 

していく作業は、経済的な合理性と対立しがちである。ことに、その合理性が地域自体の経済規模の拡大、発展

のためというよりも、むしろ経済の多国籍化と熾烈な国際的競合の結果として否応なく追及される今日の状況の

もとでは、地域住民の自己認識の形成といった視点は置き去りになりがちであり、その認識に資するべきこの遺

跡群の価値が尊重される条件もむしろ失われつつあるように見える。 

しかし、住民がそうした外部から求められた合理性に無条件に従い、地域の個性に対する独自の認識を本当に

失えば、そこには恐らく地域社会も、その自治も残らないであろう。北海道とその周辺に固有の遺跡群の価値を

認識し、その認識を維持することは、つまり北海道という地域の社会が歴史や文化に関して独自の価値観の体系

を持つ自由ないし権利を持っていることの主張でもある。 

文化財の価値を云々するということは、ともすれば、日々の実生活から遊離した一種の贅沢や道楽のように受

け止められがちであるが、実際には恐らく、住民の自治や価値観のうえでの自律と深く結びついている。この遺

跡群の価値に対する理解・認識が地域の社会に広く共有されることは、個別・具体の文化財が物理的に保存され

るうえでの条件であると同時に、地域に生活する住民の自主性・主体性が維持されていることを示すものとなる

と考えられる。                                                                                                          

 

２節 保存管理の基本方針 

前節での検討を踏まえて、古代集落遺跡群の保存管理の方針として基本的に採用されるべき事項を 3点挙げた

い。 

 

（１）存在の明示 

遺跡群の価値に対する理解と認識がなお広く共有されていないことを考慮すれば、遺跡群の存在自体について、

価値の説明と共に社会に明示することはこの文化財群の保存のために基礎的な作業であると考えられる。この保

存活用指針自体もまた、そうした一つの試みである。 

住民の自治の組織である地方公共団体が中心となり、教育行政、特に文化財保護の分野で地域に固有の遺跡群

に対しての理解と認識の普及を図ることが非常に重要である。ただし、個別の基礎自治体にとって他の市町村に

所在する文化財の内容や広域にわたる遺跡群の全体像を解説することは必ずしも容易ではない。文化財群の全体

像を適切に共有するためには、この指針を策定した協議会のような地域間の連携の体制や、広域自治体としての

道の積極的な関与が必要となる。 

不動産・動産を問わず、個別具体の文化財の保存を図る法規上の責務は所有者や行政庁、土木工事を行う事業

者などの間で分担が図られており、濫りに破壊されることのないよう制度上の配慮がなされている。しかし、そ

の制度は、そもそもそれが「文化財である（保護する価値がある）」という理解・認識が関係者に共有されていな

ければ機能することはない。さらに、狭義の文化財ではないが文化財としての価値を支えているこの遺跡群につ

いての情報（２章２節（３））はほぼ法規上の保護の対象外にあって、それが果たしている役割をあえて訴え、住

民の理解を得ない限り公的な負担によって将来に向かって維持していくことは難しい。 

そのような意味で、地域に固有のものとしてかけがえのない価値を持つこうした文化財群が北海道に存在し、

３章でその目標を示したような保存活用の対象となり得るものだ、という認識をまず明示することが、この遺跡

群の保存管理の最も基本となる作業であると考えられる。 

 

（２）住民との協働 

また、前項の内容と表裏一体の関係にあるものとして、遺跡群の保存と管理に可能な限り住民との協働を図る

ことを基本的な方針とするべきである。 

前章１節で整理したとおり、この遺跡群は何より北海道の住民が自らの歴史的な位置を確かめるうえで重要な

ものであり、その価値を本質的に享受するのはまず地域の住民である。また制度上も、この遺跡群の保護は国政

よりも地方自治に委ねられている。平成 12年の文化財保護法改正以降、埋蔵文化財の保護に関する権限は原則と

して国から都道府県や政令市に移ってその運用は自治事務となったし、国指定史跡や重要文化財についても、僅

かな例外を別にすれば国はあくまでその保存を指導し、時に支援する立場であって、保存管理の責任そのものは

所有者、管理責任者や管理団体に、つまりほとんどの場合地域に住む者が担っている。 

そうした保護の主体としての立場に置かれている住民がどれほどの範囲、程度で参画できるかということは文
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化財群の保存・管理の質、量をともに左右する最も基本的な問題である。概ね同様な認識は文化審議会の「文化

財の確実な継承に向けたこれからの時代にふさわしい保存と活用の在り方について（第一次答申）」（平成 29 年

12月）でも示され、翌年の文化財保護法改正ではこれを反映して、文化財保存活用地域計画の作成・実施等に係

る協議会の設置や、文化財保存活用支援団体の指定などが制度化された。 

したがって、３章２節（１）でも目標として掲げたように、具体的には文化財保存活用地域計画や、個別の文

化財のための保存活用計画の策定・運用などを通じて、この遺跡群の保存・管理に住民との協働を確保し、関係

者が文化財群としての価値への理解・認識を共有しながら保存・管理を進めていくことが基本的な立場とされる

べきである。 

なお、ここで大きな課題となるのはアイヌの人々との協働のあり方である。３章１節（２）でも整理した通り、

この遺跡群は民族としてのアイヌの由来と深く関連しており、竪穴住居跡群をアイヌの人々が先祖に対する儀礼

の場所としている事例などもある。アイヌとしての自認を有する人々がこの文化財群に対して有する当事者性は

それ以外の住民のものとは異なるものがあり、そうした立場と十分な相互理解・調整を図ることもこの遺跡群の

保存・管理のうえでの基本的な方向性でなくてはならない。 

 

（３）所有者等との連携 

前項でも少し触れた通り、文化財はその名称のとおりある種の財物、財産であり、所有者があって、したがっ

て文化財の保存・管理の責任は（民法に基づき）その所有者や、所有者からの委任を受けた管理者等にある、と

するのが文化財行政上の常識的な立場である。例えばある文化財が国や自治体の指定を受ければ、所有者や管理

者にはその文化財の価値を減衰させることなく公共のために良好に維持する責務が課せられることになる。 

ここで、文化財の価値がその所在する社会に十分共有された理解・認識に根差しており、その社会の歴史を立

証し文化を代表するものと誰もが認めているならば、所有者もその保存・管理の責務を負うことについてそれな

りに当然のことと納得するだろう。しかし、本章の１節で触れたように、北海道の古代集落遺跡群はいまその土

地にある社会の由来に根差したものとして無条件に認められているわけではない。 

法規上、動産たる出土文化財の多くは地方公共団体が所有しており、地方公共団体は法的にも文化財の保存が

適切に行われるよう努める義務を負っているので、所有する文化財の保存・管理の責務を免れることはできない。

しかし、その「適切な管理」には価値や活用の可能性の低い物品を整理・処分する事務も含まれると解するのが

普通であろう。ここで言う文化財の価値には２章２節で述べたとおり価値の体系を支える情報としての役割も含

まれ、単に希少なもの、見ごたえのあるものが保存されればよいわけではないのだが、いずれにしてもその価値

への理解と認識が地域の社会に十分に共有されていなければ、行政にとっても文化財の保存・管理には限界がつ

いて回ることになる。 

まして、不動産文化財のあり方の大多数を占める「周知の埋蔵文化財包蔵地」の場合、確かに土地所有者は存

在するが、埋蔵された文化財の所有権は土地所有者にあるわけではない。埋蔵文化財の本来の所有者は多くの場

合不明であり、それが埋蔵されている土地の所有者が文化財保存・管理の責任を負う、という主張に十分な裏付

けはない。包蔵地の土地所有者が埋蔵文化財の保存・管理を行うとすれば、それは文化財の内容と価値を認めて、

自らの財ではないにもかかわらず善意で行うのであると考えられる。 

したがって、北海道の古代集落遺跡群を構成する文化財の場合、所有者やそれに類する立場の者が文化財の保

存・管理を適切に行う（少なくとも保存・管理に協力する）ことを期待するためには、文化財の価値を享受する

主体としての住民や来訪者が所有者等とこの文化財群に対する理解と認識を共有し、可能な形で所有者等と連携

して保存や管理を推進する仕組みが必要であると考えられる。そこでは、所有権の移転を伴わないまでも管理者

としての責任の分担が検討されることになるだろう。 

これは広い意味では前項の住民との協働に関する方針に重なるものではあるが、なかでも所有者等が文化財の

保存・管理のうえで果たしている役割が理解され適切に分担されることの重要性をここで指摘しておきたい。 

  



 

 

 

５章 周辺環境の保全 

 

次に、不動産文化財周辺の環境・景観の保全に関する考え方を整理したい。遺跡群を取り囲む環境・景観は、

遺跡群に関する情報と同様に狭義の文化財そのものではないが、やはりこの文化財群の価値やその理解・認識に

影響を及ぼしており、良好に保全されることが望ましいと考えられるためである。 

 

１節 周辺環境の諸要素 

遺跡を取り巻くものという広い意味での環境について、より客観的・即物的な側面である狭義の環境と、より

主観的・審美的な側面である景観とに区分してその内容を検討する。 

 

（１）周辺環境の構成 

ア 自然環境 

遺跡群を取り巻く環境を自然環境と人為環境に大別した場合、一般に自然環境は程度の差はあれ遺跡群の形成

された古代から連続的である場合が普通であり、その場所に遺跡が形成された条件や遺跡の性格を理解するため

に役立つことが多い。ことに、この集落遺跡群は２章２節（１）で確認したように自然の資源の活用を主な生業

とした人々が残したものであることから、周囲の地形、水文、生態系などを含む自然環境は遺跡の内容・価値の

理解との間に直接の関連を持つ場合が多いと考えられる。例えば、道内でも最も大規模な竪穴群として知られる

史跡標津遺跡群とその周辺の遺跡は、地域の河川を豊富に遡上する鮭の捕獲を生業の主な基盤として形成された

ものと理解されている。 

もちろん、遺跡の傍らに川や海があってその侵蝕作用により文化財が次第に破壊されていく、あるいは集中的

な倒木の発生によって遺跡が大きく撹乱される、といった場合もありうるとは言え、これまでのところ概して自

然環境がそのような侵襲的な状況にないからこそその場所に数百年からそれ以上前の遺跡が保存されているわけ

であり、一般的には古代以来維持されてきた自然の要素は遺跡の価値を良好に維持するうえで保全に値するもの

と考えられる。 

また、自然環境の保全がより即物的に遺跡群の保存に向けて作用している事例としては、例えば保安林や国立

公園の例が挙げられる。２章２節（１）で不動産文化財のうちの代表的なものとして挙げた竪穴群のかなりの部

分が森林法や自然公園法に基づき現状の変更を制限された森林・自然環境の中にあり、そのことがその中にある

集落遺跡がたとえ史跡指定されていなくても、開発行為などによって破壊される可能性を抑制してきた。 

このように、この遺跡群の価値の維持は自然環境の保全と大筋で親和的であり、例えばそこに自然の草が茂れ

ば当然除去される名勝庭園などとは異なる文化財群としての特性であると言える。問題は、その自然環境をどの

範囲、どの程度まで保全すれば文化財の価値は維持されるのか、言い換えれば自然環境の改変・消失はどの程度

まで許容され、どの程度以上の改変が遺跡群の価値に深刻な影響を与えるのかという点であり、これは自然を改

変する今日の人為の実態に即して検討される必要がある。 

 

イ 人為環境 

自然環境とは異なり、北海道とその周辺地域の人為環境は近代に入ってそれ以前とは大きく変化した。そもそ

も居住者が少ないために規模は小さく、かつ点在するだけだったと思われる人為的な環境が、北海道では 20世紀

の前半にはおよそ人間の居住が困難でない範囲に余すところなく拡大し、つまり遺跡群の所在する土地を含めて

行き渡り、自然環境と並んで文化財を取り巻くことになった。 

それはこの地域が国家に編入されたということの環境面への現れでもあるが、いずれにしても集落遺跡が形成

された時点とはかなり異なるこの人文環境はこの遺跡群と親和的ではなく、典型的には札幌や釧路などでそうで

あったように市街の発展につれて遺跡は物理的に消滅した。都市化の及んだ範囲の外でも農地の開墾・改良、道

路・河川や各種の施設整備、都市に供給される土石の採取などによって遺跡群は少なからず損なわれた。しかも

年代が下るほどに施設や産業の高度化・効率化によってこうした人為の影響は破壊的なものになる傾向にある。 

例えばかつては冬季造材や人力での植樹によって進められ埋蔵文化財の保存にそれほど深刻な影響を与えなか

った営林も、今日では大規模な機械力の採用によって竪穴群の保全などとは容易に両立しがたい事業になってい
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る。そのような意味では、居住や産業のための土地利用を前提とした現代の人為環境は文字通りに文化財の周囲

を取り囲むことはできても、不動産文化財と同一の土地を共有して融和的に広がることはできないのであり、例

外は自然公園や保安林、あるいは天然記念物―それは「自然な」ものではあるが、近代以前の、この地域が国家

に編入される前には存在しなかったものであり、その意味で近代の人為環境の一種でもある―のように自然の維

持を目的として人為的に設けられた環境に限られる、というのが実際に近いかも知れない。 

しかし、このような文化財群と人為環境の対立的な関係は、前章で検討した遺跡群の価値に対する認識・理解

の普及と保存管理における住民との協働を進めるうえでおそらく望ましいものではないだろう。利便性・経済効

率を追求した人為性の強い環境形成と、その対極にある厳密な自然状態の維持との間に、文化財の価値及びそれ

と関連の深い自然環境を相当程度保全しつつも融和的な、住民にとって価値のある人為環境を遺跡とその周囲に

形成する方向性はあり得ないのか、という問いは切実なものである。 

 

（２）周辺景観の構成 

ア 自然景観 

前節で検討した自然環境と同様、自然景観もこの遺跡群の形成された当時のそれと連続性を持っており、古代

の人々が見たであろう風景と似たものを目にすることを通じて当時の集落が機能していた条件を総合された形で

感じ取ることができる。それは分析的、理知的な認識というわけではないが、遺跡群の内容や価値への理解を助

けるものであり、一般論としては自然に由来する景観上の要素は保全されることが望ましい。また、遺跡の価値

と一応別に自然景観にはそれ自身の美しさがあり、その美への評価が自然度の高い景観の中にある文化財の保護

に寄与する場合があり得る。 

しかし、当時も人間が暮らした場所では森林の伐採や住居の建設などの改変があったはずであり、例えば前項

で遺跡の保全をもたらすものとして挙げた森林は集落が廃絶したのちにその場所を覆ったのであって、当然なが

ら現在遺跡に見られる山林の景観が古代のそれと同一であるわけではない。より適切な理解を導こうとすれば、

自然景観に変更を加え人為的に管理することが有効な場合もあり得る。 

例えば、湧別町にある道指定史跡「シブノツナイ竪穴住居跡」では放牧地として利用するため森林を伐採した

（株の除去や土地造成はしていない）ことによって密集する竪穴群を遮るものなく見渡すことが可能になり、そ

れ自体が特異な景観として文化財としての重要性を感得させる効果をもたらしている。ただし、これは自然の森

林景観を人為的に草原に変化させた状態であって、芝を貼ったゴルフ場のような純粋の人為景観ではない。 

いずれにせよ、前章で確認したようにこうした価値への理解が遺跡群の保全の基礎である以上、個別の遺跡や

その中の区域の特性によっては自然の要素を改変することが景観の改善として評価される場合もあると考えられ

る。 

 

イ 人為景観 

とは言え、こうした景観の人為的な改善が計画的に行われるケースは稀であり、むしろ新たな人為景観が文化

財の価値に負の影響を与えることが懸念されているのが近年の状況である。例えば、近年再生可能エネルギーの

活用が積極的に進められ、道内では風力・太陽光発電施設の設置が激増しているが、その風車群や発電パネルは

顕著に人工的な構造物であるうえに、都市化の進まない、つまり山林・原野や農地基調の景観の中に設置される

ことが多く、古代集落遺跡群周囲の景観にとって撹乱要素となる懸念が大きい。 

風力発電については環境省「風力発電に係る地方公共団体によるゾーニングマニュアル」（平成 30年）がゾー

ニングマップ作成に際し考慮されるべき「環境保全等の法令等により指定された保護地域のレイヤー」の一つと

して「世界遺産」を挙げ、「世界遺産暫定一覧表記載遺産をはじめとする候補地等、今後、登録を目指す地域」（60

ページ）への風力発電施設の影響についても世界遺産の構成資産や緩衝地帯と同様の慎重な検討を要することを

指摘している。また、文化庁は「世界文化遺産の遺産影響評価 にかかる参考指針」（平成 31年）で「緩衝地帯の

さらに外側における事業等」として風力発電施設を例示し、広範囲に影響を与えうる要素として挙げている。こ

のように、周囲の景観の寄与まで考慮した「顕著な普遍的価値」の保全を重視する世界遺産の文脈では風力発電

の影響が注目されている。 

太陽光発電施設についても環境省「太陽光発電の環境配慮ガイドライン」（令和 2年）は「太陽光発電に係る環

境配慮における検討項目」フロー図の「事業の内容、立地場所や周辺環境の条件」（13ページ）の⑦として「周囲



 

 

に史跡や名勝等、歴史的・文化的な景観又は良好な自然景観がある。」場合を挙げ、「景観への影響のチェックリ

スト」（28ページ）では「事業区域の周辺に、名勝、重要文化的景観、文化遺産・自然遺産、国立公園等の自然公

園、国や地方公共団体の定める景観資源等がある。」ことがチェック事項になっている。また、北海道が定めた「北

海道太陽電池・風力発電設備景観形成ガイドライン」（平成 27年）では「観光地地域（類似地区景観：自然リゾ

ート地区、歴史文化的地区）」の景観形成ガイドライン（49ページ）に「地域の歴史的・文化的な景観資源への近

接を避ける」ことが謳われている。 

これらの施設で発生した電気は主に都市や工業施設で消費されるわけであり、また施設自体はその土地に存在

する一定の自然のエネルギーのうちからどれだけを取り出せるかという効率が命である。その急増は、本質的に

は都市や産業が高度化・効率化する現象の一部なのだと考えられ、したがって前項で人為環境について検討した

ように、この種の施設が景観要素としても集落遺跡群と親和的に共存しがたいことは事実と思われる。 

 

２節 保全の方法 

古代集落遺跡群の一部は、平成 19年度に世界文化遺産暫定一覧表候補の文化資産として北海道・北見市及び標

津町から「北海道東部の窪みで残る大規模竪穴住居跡群」の名称で文化庁へ提案された経緯がある。その後、北

海道教育委員会が文化財保護法第 183条の 2に基づき令和 2年 8月に策定した「北海道文化財保存活用大綱」に

も「世界遺産（文化遺産）の登録と保存・活用の推進」の項で「顕著な普遍的価値を持つ可能性のある道内の文

化財の調査や、海外の類似資産との比較等を進め、その価値の明確化と発信に取り組みます。」（10ページ）とし

てこの案件への取組みを継続する姿勢が明示されている。 

前項で述べたように世界遺産の制度は環境の保全について意識的であること、そしてこの遺跡群の一部が今後

世界遺産としての顕著な普遍的価値を認められる可能性なども考慮すれば、周辺環境の保全に係る方針を考える

うえでは、文化審議会「我が国における世界文化遺産の今後の在り方（第一次答申）」（令和 3年）に示された「積

極的な周囲の環境保全」の項（答申 15ページ以下）が参考となるだろう。 

 

（１）環境保全の意味づけ 

上記「我が国における世界文化遺産の今後の在り方（第一次答申）」では、積極的な周囲の環境保全のために重

要なこととして 3点を挙げている。 

・周囲の環境そのものに積極的な意義づけを行い、遺産が所在する地域そのものが暮らしやすくなるよう統合

的な空間計画を描くこと 

・周囲の環境を適切に保全するため既存の法体系を有機的に活用し、それらと世界遺産の価値とが調和的にな

るよう運用に努め、それでも管理が不足する部分には追加的対応を講じることができるよう制度や計画等を

整えること 

・ 行政・地域住民・企業といったあらゆる関係者が、世界遺産を周囲の環境とともに守り、世界遺産を中心と

した豊かな地域をつくり、そしてその恩恵を受け取る主体であるということを改めて認識すること 

条約に基づいて国がその保護に責任を負う世界遺産に関する叙述なので、法体系の活用、制度や計画の整備を

通じた管理という行政的な視点が前面に出ているものの、その趣旨は本指針の３章２節で明確化した体系化と計

画性、住民との協働と関係者の連携、地域の発展への貢献を目的とした取組みといった古代集落遺跡群保存活用

の目標とほぼ重なるものと考えられる。 

そしてその目標を周辺環境の保全についても実現するうえでは、４章で文化財群自体の保存と管理について示

したのと同様に、遺跡群の周辺環境の内容とその遺跡群の価値への寄与を明示し、住民との協働を確保しながら

取り組むことを方針とするべきものと考えられる。この基本的な方針は、上記答申の「周囲の環境保全は、これ

まで以上に積極的な意味を見出し、多様な関係者から理解・協力を得て、地域社会に多面的な効果をもたらすよ

うに実施していくことが求められる。」（15ページ）という総括ともよく整合すると言えるだろう。 

 

（２）価値への影響の評価 

上記第一次答申は「積極的な周囲の環境保全」について前項に示したように概括したのち、HIA（Heritage Impact 

Assessment 遺産影響評価）の実施・積極的運用について触れている。遺産影響評価は世界文化遺産の保護に関す

るユネスコの諮問機関である ICOMOS（世界記念物遺跡会議）の「世界文化遺産の遺産影響評価に関する ICOMOS
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ガイダンス」（2011 年）などを通じて具体化・普及してきた手続きで、世界文化遺産の資産内や周囲で行われる

開発行為その他の事業が資産の顕著な普遍的価値に与える影響についてその計画の段階で評価し、許容できない

影響が予想されるものについては計画の変更などを通じて影響の軽減を図るものである。 

本章 1節で紹介したように環境省「風力発電に係る地方公共団体によるゾーニングマニュアル」が「今後、登

録を目指す地域」でも風力発電事業計画の慎重な検討を求めたこと、文化庁「世界文化遺産の遺産影響評価 にか

かる参考指針」が風力発電事業の影響を指摘したことなどを契機に、北見市教育委員会は「『北海道東部の窪みで

残る大規模竪穴住居跡群』の構成資産としての史跡常呂遺跡の遺産影響評価指針」（令和 3年）を策定した。これ

は、史跡常呂遺跡の周辺で大規模な風力発電事業の計画が具体化しており、HIAの手続きなしにその建設が進め

られた場合、上記のような省庁の考え方と齟齬をきたし、ひいては将来の世界遺産登録の可能性を狭める方向に

作用することを懸念したためである。 

この指針は条例等に根拠を持つものではないので、これに沿って評価を実施するためには事業者側の理解と協

力を必要とした。しかし実際に事業者の協力のもと評価手続きが進められ、深刻な影響はないものとの評価を得

たうえで施設建設が推進されている。 

この事業はその規模の大きさ等から法に基づく環境影響評価の対象となり、史跡への影響も評価されたが、そ

れは地図上で史跡の指定地域に施設が及ばないことが確認された程度であり、眺望点を設定してのフォトモンタ

ージュなどを通じた景観変化の具体的分析はHIAに際してはじめて行われた。また、例えば前節で紹介した環境

省「太陽光発電の環境配慮ガイドライン」は史跡の周囲への立地を一応検討項目に挙げているけれども、それは

不動産文化財自体への影響を確認するよう促しているのであって、景観上の影響の検討を求めているのは名勝、

重要文化的景観、世界文化遺産・自然遺産等に対してであり、史跡は含まれていない（28∼29ページ）。 

そのような意味で、周辺での開発事業等が古代集落遺跡に与える環境・景観上の影響の評価は国の制度や指針

のみによって適切に行われるとは限らない。たとえ条例等に根拠を持たず強制力のないものであっても、北見市

の場合のように文化財保護を担当する自治体の部局が中心となって影響評価の仕組みを整備することには一定の

意義があると考えられる。そしてその評価に際しては、狭義の文化財だけでなく、その価値の認識・理解に寄与

する環境・景観への影響が考慮される必要がある。 

  



 

 

 

６章 整備と公開活用 

 

前章までの認識を踏まえ、本章では北海道古代集落遺跡群の整備と公開・活用の方向性について検討する。 

 

１節 価値の表現 

（１）狭義の文化財整備 

４章で扱った「保存」と「管理」がどちらかと言えば現状の改変を防止する方向の取組みを意味しているのに

対して、「整備」は文化財の現状に何らかの改変を加え、状況を改善する意味で用いられる。それは積極的な改変

ではあるが現状の改変である以上、体系性・計画性をはじめ３章２節で示したようなさまざまな目標への配慮が

一層要求されると同時に、多くの労力や経費を必要とする。しかも４章２節で述べたように財物としての文化財

を整備するうえでは、その所有者や管理者が主体的な役割を果たさなければならない。 

そうした各種の条件から、整備はその価値を公に認められた指定文化財を対象として、文化財の所有者または

管理団体である地方公共団体が事業の主体となって行われることが普通であり、したがって多くの場合、それは

自治の行為であって、その内容を決める責任と権利は整備を進める特定の自治体の住民にあることになる。また

逆に言えば、互いに関連の深い指定文化財を管理する複数の市町村が連携し、相互に調整しながらそれぞれの管

理物件の整備を進める、といったケースはこれまでに例がない。 

整備事業の内容は、例えば市町村を単位に策定される文化財保存活用地域計画と整合することが求められるが、

地域計画を策定した市町村は今のところ少なく、実態として関係文化財の整備は個別の整備事業ごとに、概ね事

業対象となる特定の文化財を限定的に念頭に置いて進められて来た。地域の文化財群の概要を把握し、それらと

事業の対象となる文化財の関連性を十分に踏まえた整備がなされるよう、文化庁などから指導がなされてきたと

は言え、広域の関連文化財にまで広く目を配る整備の例は少ない。 

そのような意味で、従来の整備は主に個別の文化財の価値を保全し表現してきたが、前章までに述べたように

古代集落遺跡群の内容・価値は概して匿名的、集合的なものであって、例えば歴史時代の遺跡のように、この城

跡は武田氏のものだがこちらは上杉氏何代の築城にかかる、といった形で個別の遺跡や動産文化財の内容・価値

を詳しく差別化することは簡単ではない。例えば同じ擦文文化の集落跡を整備すれば、遺跡は別でも整備の成果

としては似たようなものが現れがちである、ということになる。そのような意味で整備事業には、例えば文化資

源観光の目的地となることを目指して史跡を整備するならば、「すでに近隣の町でやっているような整備をうち

の町で繰り返してみても、限られた観光需要を奪い合うだけで成功しないだろう」というように、自治体間の競

合・差別化の視点から厳しく評価されかねない部分が含まれるということである。 

そうした中で狭義の、個別具体の文化財を対象とした整備を進めていく上では、関連する文化財群の物語る集

合的な価値の中でその文化財が担っている物証としての個性、固有の貢献のあり方をよく見極めたうえで、それ

を保存し明確にするという方向性が重要であろうと思われる。一方で、こうした文化財群全体の価値への寄与に

ついて明瞭に表現する作業が成功すれば、個別の文化財の整備が古代集落遺跡群全体の整備を推進する役割を果

たすことにもなる。そうした視野の確保ないし目標の整理が、例えば個別の指定物件のための保存活用計画や整

備計画策定のうえでの課題の一つになるであろう。 

 

（２）文化財群の整備 

個別文化財の整備にそのような考慮が求められる一方で、古代集落遺跡群の価値の構造（４章１節）が示して

いるのは、文化財群としての価値の保存や表現は必ずしも個別具体の文化財の整備だけによって推進されるので

はない、ということである。文化財群としての価値は実体をもって現存する文化財だけではなくその記録・情報

や文化財への理解・認識の体系によっても大幅に支えられているので、そうした理解・認識を対象にした整備の

試みが文化財群の価値の保全と発揮につながることがあり得るだろう。 

例えば道教育委員会では平成 27年度から「北海道東部の竪穴住居跡群調査」を実施し、その成果の一部として

「北海道の竪穴群の概要」を公表している。これは古代集落遺跡群の不動産文化財のうち主要な類型の一つであ

る地表から確認できる竪穴住居跡群を取り上げて、その全体像や特性、歴史的な意味などを紹介したものである

が、その目的はこの類型の遺跡群が持っている価値を明確化し、道内とその周辺地域に特徴的な文化財としての
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評価を確立・普及することにある。これは調査に基づく情報発信ないし普及啓発事業だが、その目的は普及啓発

を通じて文化財群の価値を保全し、また価値への理解を促進することにあるので、整備事業としての性格も備え

ていると言える。 

前節で述べたように常識的には「整備事業」と言えば個別の自治体がそのための体制と予算を特に用意して特

に重要とみなされる個別具体の文化財の現状を大幅に改善する、施設・物件中心の整備をいうが、一連の文化財

群の価値を対象とした整備としてはこうしたソフト面の改善も小さくない意義を有するだろう。それは道教育委

員会が実施しているような普及啓発に限らず、この文化財群に関するデータベースやアーカイブ、共通学習教材

等の整備、巡回展の開催、また文化財群としての関連性を表す統一的なシンボルの採用など様々な形を取り得る

と考えられる。 

２章２節で示したように、北海道の古代集落遺跡群の内容を物語り、その価値を支えている文化財は多岐にわ

たり、指定を受けたものはその一部に過ぎない。またそもそも発掘調査を経てその記録・情報だけが残り、実体

のある不動産文化財としては残っていない物件も少なくない。そうした文化財群の特性を踏まえて、その価値の

保全と表現・発揮を推進するために有効な整備・公開のあり方を柔軟に模索する必要があると考えられる。 

 

２節 遺跡群の活用 

古代集落遺跡群の活用の目標についてはすでに３章で示されているので、ここではそこに示された目標ごとに

重要と思われる取組みの方向性を整理してみたい。 

 

（１）学術的・文化的観点の活用 

古代集落遺跡群は主に文化財保護法にいう「考古資料」（第 2条 1号）及び「遺跡で我が国にとつて歴史上又は

学術上価値の高いもの」（同条 4号）をその内容としており、その保護が考古学をはじめとした学術の発展に寄与

することが期待されている。そうした寄与を積極的に実現するうえで、文化財の所有者等や文化財保護を担当す

る行政部局が学術・研究機関との協力関係を構築することが有効であると考えられる。 

例えば北見市には東京大学大学院人文社会系研究科の「北海文化研究常呂実習施設」が置かれており、この指

針に言う古代集落遺跡群を中心とした文化財の学術的活用を主題に、多年にわたって北見市教育委員会をはじめ

周辺自治体との協力関係を築いている。ほかにも、道内には北海道大学大学院文学研究院、同学アイヌ・先住民

研究センター、北海道博物館や道立北方民族博物館など、道内の地域と協力して関係文化財の研究を推進してき

た機関が少なくない。こうした経緯・条件を生かし、この文化財群が今後とも学術研究の推進に寄与するために、

地域の研究機関との連携のあり方を積極的に模索するべきであろう。 

専門的な機関との連携が重要であるのは、当該機関の業績に寄与することだけが理由ではなく、そこで行われ

る調査研究に住民が参画することが地域にもたらす効果が大きいことにもよる。そもそも文献史料を持たない地

域の歴史や古代の文化がこうした文化財の調査研究によってどのように証明されうるのか、発掘調査をはじめと

した実際の学術的な手続きに住民が直接触れ、できればそこで協働することによって、文化財の持つ価値と地域

の歴史・文化への理解は大いに深まることが期待できる。 

一部の市町村では自治体が主体となって行う発掘調査等に住民の参加・協働を求めることによってこうした効

果を上げているが、専門性の高い職員のいない自治体が同様な体験の機会を提供するためには研究機関との連携

や、そうした連携を確立している自治体・埋蔵文化財の活用を業務として行う道立埋蔵文化財センターなどとの

提携が必要になる。また必ずしも学術研究に限らず、住民の生涯学習を目的とした展示や講演会などを企画運営

するうえでも専門家の協力を欠かすことができない。そして、文化財活用の範囲が教育・文化の分野を超えて、

その価値をまちづくり施策等へ反映しようとする場合には、さらに広い分野の専門家との関係構築・協力が必要

になるであろう。 

 

（２）次世代への継承 

将来の文化財保護、文化財の価値の継承を担う世代を育成するためにも、前項で触れた研究機関の行う調査研

究への参加をはじめ、文化財と取り組む真正性の高い経験の機会を提供することは効果が高いと思われるので、

身近な地元の関係遺跡などで児童生徒にそうした体験機会を提供することが検討されるべきである。ただし、こ

うした体験機会を多くの児童に等しくまた十分に提供することは容易でない面もあり、並行して学校教育の場で、



 

 

機会の平等を確保しながらこの文化財群の価値を活用した教育を行う方策が模索されなくてはならない。 

道教育委員会では義務教育における「北海道ふるさと教育・観光教育等推進事業」に取り組んでおり、「道徳、

総合的な学習の時間、特別活動等において、「アイヌの人たちの歴史・文化等」と「北方領土」の学習を取り上げ

たり、北海道の自然や文化、観光産業等の教育資源を活用したりすることにより、北海道についての理解を深め、

郷土に対する愛情や誇りを育むふるさと教育・観光教育の充実を図る。」ことをその目的として教育指導プログラ

ムの整備などを行っており、北海道の次世代を担う住民として身に着けるべき内容が認められるわけである。 

古代集落遺跡群は北海道という地域に固有の歴史と文化を強く反映しているだけでなく、アイヌの人々の歴史

と関連するとともに、北方領土とその他の北海道の土地の間にある歴史・文化の連続性をも立証している点で、

まさにこのふるさと教育等の題材として好適なものであり、郷土に対する愛情や誇りを育む教育資源としての可

能性を多く備えている。 

 

（３）地域の発展への貢献 

この遺跡群が地域の魅力を示すものの一つとして住民に認知され、さらに観光への活用等を通じて経済的な効

果をもたらすまでには、まず上記の学術・文化的な活用や青少年の教育における活用が具体的な効果を上げ、地

域における主要な文化的資源の一つとしての位置づけを固めることが必要であろう。また、そうした活用の一方

で、まずそうした遺跡が身近な地域のどこに、どのようにあるのかを住民が確かめる機会が提供されることが重

要ではないかと思われる。 

多くの住民は日々の生業や家事、さまざまな地域社会の活動に忙しく、地理的にいかに身近であっても古代集

落遺跡の現地を訪れる機会がほとんどないと思われる。施設整備が進んでいる国指定史跡など限られた事例を除

けば、その存在自体が住民に知られていないことが普通であろう。近所に古い遺跡があるらしい、という程度の

認識はあっても、実際に足を運び、見慣れた風景の中に実際に古代人が生活していたことを体感し、自分の体験

の中に遺跡を位置づける機会は、意図して住民に提供されない限り容易に訪れないように思われる。 

そしてこうした体験に伴う驚きや価値への気づきは、実は施設整備の進んだ「作りこまれた」史跡を訪問する

時以上に、何の変哲もない山林原野や農地の中に遺跡を見出した時に大きいものがあるように思われる。こうし

た体験こそが、社会から忘れられ、理解・認識の体系の外に置かれていたことを一つの本質とする古代集落遺跡

群との出会いのあり方として自然なものだからである。 

そうした体験を実際に提供するためには、現地へアプローチする経路の確保、立入りに関する土地所有者・用

益者の了解や季節・時刻の選定、遺跡の内容を解説し疑問に答える案内人など、準備・調整を要する多くの条件

があり、実際にそれを整えることは容易ではない。しかし、そうした住民自身の体験のための条件が整わないう

ちは、外部からの来訪者に遺跡を公開し、訪問の体験を提供するといった観光活用も実現しないであろう。 

一方で、そうした地域の住民相互の協力を通じた住民自身のための古代集落遺跡の体験機会を作り上げること

ができれば、それは住民にとって新たな地域の魅力の発見となり、またこれまで互いに接する機会のなかった住

民相互の協力・交流の機会を提供するものとして、コミュニティの活性化やまちづくり・地域づくりにつながる

ことが期待される。このように、まず地域の文化財やその保存活用のための施設が地域社会におけるコミュニケ

ーションや活動の結節点として機能することが、さらに広い交流に向けて開かれた文化資産となることの前提と

なり、住民がこの文化財群の価値を享受するという目標を十分に達成するための過程として重要なものであるよ

うに思われる。 
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７章 保存活用の運営体制 

 

ここでは主に４～６章で整理した内容を踏まえて、そうした方向性をさらに保存活用のための行動に移すうえ

での体制等について検討する。 

 

１節 当事者の種類と役割 

地域でこの文化財群の保存・活用に関わる様々な主体のうち、強い当事者性を帯びた関係者の立場としては概

ね次のようなものが挙げられる。 

 

（１）文化財保護行政 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第 21条では教育委員会が管理・執行する事務として「文化財の

保護に関すること」（同条 14号）を挙げている。同法第 23条では条例制定により地方公共団体の長が文化財の保

護に関することを管理・執行できるものとされているが（同条 4号）、道内での実例はまだなく、文化財保護法第

3 条に規定する、文化財の「保存が適切に行われるように、周到の注意をもつてこの法律の趣旨の徹底に努め」

る地方公共団体の責務は、道及び市町村の教育委員会が担っている状況にある。 

この規定が示すように、教育委員会は本指針４章で扱った文化財の保存・管理に努める義務を負っており、古

代集落遺跡群に当てはめた場合、遺跡群の価値の明確化を図り、住民との協働や所有者等との連携を通じて文化

財の適切な保存を図る立場にある。 

そのように重要な立場にあるが、市町村教育委員会では博物館や社会教育担当部局の職員が他の各種業務とあ

わせて文化財保護を担当している事例が多い。こうした社会教育の業務・施設機能が文化財保護と重複する部分

をもつことは事実だが、文化財保護のうちの一分野に過ぎない古代集落遺跡群の保存活用に専従できる環境は保

障されていない。 

こうした現状も踏まえれば、教育委員会の文化財保護担当者には法規や行政の実際に通暁したうえで様々な関

係者の間で調整を図り、古代集落遺跡群とその価値の将来への継承を確実なものとするマネジメントの役割を優

先することが求められる。博物館学芸員等としての専門性を備えることはもちろん望ましいが、それと並んで文

化財の保護を取り巻く状況に目を配り、関係者の努力を総合して保存活用を推進する姿勢が重要だろう。ことに、

不動産文化財の周囲にある環境・景観の保全のように、文化財保護の立場のみからあるべき姿を実現しがたい課

題に対しては、林務・建設・景観等の行政担当部局をはじめ広く関係者との連携を図り、文化財保存活用地域計

画や地域景観計画などを含む各種公的計画の形で地域の合意を明確化しつつ対応する必要がある。 

 

（２）所有者・管理者等 

４章２節で述べたとおり、文化財の所有者は文化財の管理の主体とされ、その管理には文化財としての価値の

保全や公開も含むことが期待されている。自治体に所有権のある指定史跡や出土文化財、公立博物館資料等に関

してはこの点に疑問はなく、文化財保護や社会教育業務の担当者がその保存と活用に主体的な役割を果たしてい

る。自治体職員の博物館学芸員等としての専門性は、主にこの所有者等の立場で発揮されることになる。 

一方、埋蔵文化財包蔵地にある埋蔵文化財の所有権は法規上未定であって、たとえ土地の所有者・管理者が公

的な組織であっても、そこに埋蔵されている文化財の保全や公開の責任までを期待することは難しい。こうした

条件のもとで地表から確認できる竪穴住居跡群などの保存と活用を実現するためには、土地の処分や用益の権限

を持っている所有者等の十分な理解と協力が必要であり、これを確保することは文化財保護行政を中心とした関

係者の協力の目標として最も大きなものの一つである。 

 

（３）アイヌの人  々

同じく４章２節で触れたように、アイヌとしての自認を持つ人々はこの文化財群に対して固有の当事者性を備

えている。この人々の支持、あるいは少なくとも同意がなければこの文化財群の価値の活用はその意義を大きく

失うであろう。 

とは言え、民族への帰属の自認のあり方は一様ではなく、遺跡群への関心や関与の内容も人によりまた地域等



 

 

によって異なる。そうした中で「アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施策の推進に関する法

律」第 6条に言う「民族としての誇り」が、この遺跡群の保存活用のうえでも尊重されるために必要な事項とは

何か、実際にアイヌの人々との対話を通じて慎重に明確にしていく必要がある。 

 

（４）教育関係者 

教育は文化財の価値の活用が最も期待される分野の一つであり、また教育委員会が文化財保護行政を管理・執

行している現状からも、文化財の保存活用のために教育関係者の果たす役割は大きい。文化財の価値とその保護

の必要性を普及・啓発することは文化の振興に寄与する社会教育分野の課題であり、博物館学芸員等の専門性は

ここでも大きく発揮される。また学校教育は将来の文化財保護を担う世代の育成を担っている。 

ただし、社会教育にしても学校教育にしても、幅広い教育目標の中の一部として文化財の価値の活用に関わっ

ているわけであり、時間や経費に限りのある実際の教育活動の中で古代集落遺跡群が取り上げられるためにはそ

の重要性と教育効果が関係者に納得、理解される必要がある。４章で扱ったように地域社会における価値の理解・

認識それ自体に課題を抱えているこの文化財群が重要な教育資源として認知されるためには、前章で述べたよう

に活用条件を整える努力が必要であり、まずはそうした条件の整備、例えば普及啓発資料や教材・指導プログラ

ムの整備のために、学芸員や社会教育主事、教員などを含む教育関係者の知見・専門性を求めることが必要にな

ると考えられる。 

 

（５）学術・研究機関 

繰り返すように、古代集落遺跡群の価値を支えているのは、古代に形作られた文化財自体と並んで、その内容

に対する現代の理解・認識の体系であり、その体系の主要な部分を形作っているのが学術研究である。この文化

財群の価値の活用を進め、さらに新たな価値を見出していく上で学術・研究機関とそこに所属する専門家の参画

が欠かせない。また、こうした学術研究との関わりが住民にとって文化財への理解を深める重要な機会となるこ

とを６章で述べた。 

ただし、学術研究の推進が文化財の保存活用と常に円滑に整合するわけではない。例えば２章２節で触れたよ

うに、考古学的な発掘調査は不動産文化財の破壊と引き換えにその情報を入手する行為としての側面を持ってお

り、したがって史跡指定による現状変更の規制は徹底した調査研究の推進を制約する。文化財の保存・管理と調

査研究を通じた価値の明確化・深化を両立させるうえでも、文化財保護行政をはじめとした関係者と学術・研究

機関との連携が重要である。 

 

（６）保存活用支援団体等 

文化財保護法第 192条の 2の規定により、市町村の教育委員会は法人等を「文化財保存活用支援団体」に指定

して市町村の区域内にある文化財の保存及び活用を行わせることができる。道内における指定の実例はまだない

が、文化財保存活用地域計画の策定の提案など、行政的な文化財保護へ民間法人の参画が真剣に検討される現状

を反映している。北海道文化財保存活用大綱に道教育委員会と連携する民間団体として挙げられた法人等のうち

では、公益財団法人北海道埋蔵文化財センターが道指定史跡である竪穴住居跡群などの正確な平面図作成・内容

確認のための発掘調査等を行う「重要遺跡確認調査」等を実施している。 

これは道教育委員会からの委託業務であるが、古代集落遺跡群の保存活用を進めるうえではこうした専門性の

高い民間法人との連携も考慮されるべきだろう。また、釧路市の史跡北斗遺跡では令和 2年に一般社団法人釧路

観光コンベンション協会が指定地域内での宿泊体験を運営して古代集落遺跡の観光活用に関する課題等の整理を

試みている。将来、関係文化財の活用を積極的に推進していくためには、文化財保護にとどまらずさまざまな分

野の団体の参加する体制が求められると考えられる。 

 

（７）開発事業者等 

保存・活用の当事者というわけではないが、特に不動産文化財の保存やその周辺環境・景観の保全に大きな影

響を与えるのが開発行為の主体者である。埋蔵文化財包蔵地の所有者がその主体者であることも多い。 

土地に埋蔵されたその性質から、埋蔵文化財の範囲・内容の把握はあらかじめ徹底することが難しいため、未

知の埋蔵文化財包蔵地が開発行為等によって破壊されることまで考慮して、その主体者と道教育委員会ほか文化
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財保護行政との間で埋蔵文化財保護のための事前協議が行われているが、これは所有地や新たに取得した事業地

が結果的に利用できない場合の補償等の配慮を含むものではなく、開発の主体者側の負担によって成り立ってい

る側面がある。 

また、開発行為が史跡や埋蔵文化財包蔵地そのものには及ばないがその周辺環境や景観に大きな影響を与える

恐れがある場合、５章２節で触れたようにその評価を通じて影響を軽減しようとすれば、現状では開発事業者か

らの大幅な理解と協力が必要である。 

開発行為自体は地域に様々な利益をもたらし、その積極的な推進が求められる場合も多い。公共事業であれば

なおさらである。それが文化財の保護と不幸な形で衝突し、古代集落遺跡群の保存・活用をめぐる地域の協力関

係自体に大きな影響を与えることのないよう、文化財保護行政と開発の誘致や推進、許認可等を所管する行政部

局等との連携を通じて、可能な限り早期に開発事業者等との接触・調整が行われる必要がある。 

 

２節 連携の体制と運営 

続いて、前節のような様々な立場の当事者が協調して古代集落遺跡群の保存活用を推進していく上で留意を有

すると思われる事項について検討する。 

 

（１）当事者間の連携 

保存活用が円滑に推進されるためには、少なくとも前節に挙げたような様々な立場の当事者間の連携が必要に

なると思われるが、その連携の様態には目的・性質に応じて様々なものがあり得ると考えられる。 

教育委員会の責務として法の条文上明示されている文化財の保存、特に未指定の埋蔵文化財包蔵地に所在する

ものの保存については、地域の状況をよく把握した市町村の教育委員会が指導的な姿勢で臨まざるを得ないだろ

う。このとき、例えば開発行為等の主体に対しては許認可等の処分権限を背景とした規制的な行政指導がある程

度可能であり、また改めて協力の組織を構築するまでもなく行政部局間の連携が機能する。 

一方で土地所有者に埋蔵文化財の将来にわたる保存への協力を求める場合には、文化財の価値への理解獲得と

信頼関係の構築を優先し、今後の活用推進も含めた保護の全般に所有者の自発的な協力を得られるよう務めるこ

とが必要になる。また、実際に土地所有者等から文化財の価値への理解を獲得するためには、学術研究や教育分

野の実践を通じて活用が可能であることを地域に示す必要があるが、義務教育の分野で個別の市町村が独自の活

用を推進することはそれほど容易でなく、社会教育の分野でも埋蔵文化財に関する知識経験のある職員の配置な

どがなければ普及啓発事業などの推進は困難になる。 

これは単に個別自治体の能力・体制の問題というより、むしろ相互に関連した文化財群としての価値を有する

古代集落遺跡群の性質に由来するというのがこの指針の立場であり、こうした集合的な文化財群の価値への理解

獲得と活用推進の分野で、令和 4年に発足した北海道古代集落遺跡群保存活用協議会は単一の市町村を超えて広

域かつ多様な関係者が連携するための組織としての機能を果たすことが期待される。 

例えば６章で触れた「ふるさと教育」等の題材として古代集落遺跡群の採用を実現するために、各自治体の文

化財保護行政担当者と道教育委員会の義務教育担当者との間で意見の交換を行う場としてこの協議会が機能する

ことは可能だろう。またこの保存活用指針の策定に際して専門家委員会が機能したことに示されるように、学術

研究分野の有識者との連携もある程度までこの協議会を通じて実現しているわけである。今後は社会教育やさら

に進んで観光振興等の分野でも広域の当事者間の連携が模索されてよいと思われる。 

そうしたさまざまな当事者間、広域の連携を踏まえて、保存活用は最終的に実際の個別の文化財が所在する市

町村での実践に帰ってくることが求められるだろう。そこでは実際の保存活用のための活動をめぐる担当者・当

事者や住民個人間の文字通りの協調が重要になり、保存管理の基本方針として示した住民との協働の内実が問わ

れることになる。そうした地域での連携・協働のための体制の整備や運営についても、この協議会などを通じて

各地での経験の共有を図ることが有効であると考えられる。 

 

（２）住民との協働 

３章２節で示したように、この遺跡群の保護はその成果を住民が享受することを目標に推進されるのであり、

あえて言えば保護がなされていることそのものが目標なのではない。成果を享受する主体がなければ保護として

成立しないのであり、協働における住民の役割はまず文化財群の保存活用によってもたらされるものを地域での



 

 

生活やコミュニティの充実に役立てる点にある。１節で触れた様々な当事者の取組みは、文化財保護行政を軸と

した調整・連携を通じて住民との協働、つまり住民が積極的な意味を見出し自ら参画・関与することの可能な実

践に帰結することが求められる。 

もっとも、文化財保護法の条文が示しているように、住民が享受することになる保護の成果、保護の取組に参

画することの意味として期待されるのは経済的な利得であるよりも、まず「文化的向上」「文化の進歩」（同法第

1条）といったものであることは確かだろう。それでは、地域に暮らす住民にとって「文化的向上」「文化の進歩」

とは何であろうか。 

この指針の３章で古代集落遺跡群の価値の明確化を試みた際、また４章で古代集落遺跡群の価値の構造につい

て触れた際にも述べたが、住民の文化的向上とはつまり、自らの置かれた位置、自分たちの地域社会の歴史的由

来や文化的な特性について自分なりの認識を持ち、独自の価値観の体系を持つこと、少なくともそうした体系を

持つために必要となる自主性・主体性の意味を認めることではないだろうか。 

自分が北海道のある地域に生きることの価値を認めるうえで、その地域に固有の文化財が手掛かりとなるとい

うこと、それが地域の文化財保護における住民の協働の内実ではないかと思われるのであり、古代集落遺跡群の

保存活用のための体制は、外部から見た洗練や効率もさることながら、住民の疑問に答え、納得と自信を与える

形で運営されなければならない。 
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８章 今後の課題 

 

以上、北海道古代集落遺跡群の保存活用を推進するうえで重要と思われる観点を整理してきたが、最後に、今

後の保護の取組みを推進していく上で留意が必要と思われる二三の事項に触れておきたい。 

 

１節 価値の説明の洗練 

北海道の古代集落遺跡群は、同時期に国家の領域に入った隣接地域の遺跡群と異なる特徴をもち、その担う価

値にも固有のものがある、というのは客観的な事実であると思われる。 

この指針では、少なくとも 12世紀頃までの北海道の住民は、国家との交渉を持ちながらも、その組織の外にあ

る人々だったとの理解に立っている。そうした、かつて国家の外に広がっていた世界についての認識をもつこと

は、国家の成り立ちや、国家が国民にもたらす権利と義務について正しく理解するうえで非常に重要なものだと

考えるが、そうした国家主権の統治の外にある人々の残した文化財がもつ価値の主張に対して、さまざまな疑問

が寄せられる場合もあると思われる。 

また、先住民族の歴史の理解に向けてこの遺跡群が有する意味（３章１節）についても、それをどのように評

価するかの立場は一様でないのが現実だろう。これと密接に関係する先住民族の権利、尊厳の回復等に関する問

題も、国家の主権や領土について適切に理解するうえで避けて通れないものであると考えるが、実際に現代の社

会の中でどのように取り扱うかについては、様々な意見がある。 

北海道の住民が地域の歴史と文化を理解するうえで欠くことのできないこの古代集落遺跡群の保護を推進して

いく上では、この文化財群が担っている価値についての説明をさらに洗練し、地域の住民はもとより道外の人々

にとっても貴重な存在としての評価を広く獲得していくことが必要である。この指針では一応基礎的な内容を形

にしたが、その補足や改善、広い視野を持った他地域の文化財との比較などを通じて、説明のあり方の深化が継

続的に試みられなければならないだろう。 

 

２節 理解促進の方法 

一方で、上記のような地域の文化財の固有の価値、他には求めることのできない特性について、北海道民は十

分な説明を受ける、あるいは情報を受け取ることが難しい状況にあるのではないだろうか。 

インターネットの普及などを通じて、さまざまな情報へのアクセスの条件が改善している現在、どの地域に住

んでいても各種の媒体を通じて遠く離れた土地にある優れた貴重な文化財に（直接にではないにせよ）接するこ

とが困難でなくなっているが、一方でそうした情報空間は過酷な経済的競合のもとにあって、視聴者を集めるコ

ンテンツとしての優劣が情報の有無や質を大きく左右する側面を持っている。地域の文化財が物語る内容は今、

国内及び世界各地の文化遺産に関する膨大な情報はもとより、芸術や娯楽も含めて情報空間にあふれる多様で魅

力的な文化的価値との競合にさらされていると言えるだろう。 

単に物理的に身近にあるからと言って、それだけで他に優先した関心を集めることは期待できない。まず文化

財の価値に関する説明が情報空間上のコンテンツとして成立していなければ容易に見向きもされない現実があり、

それにどのように対応していくかは大きな課題であるように思われる。 

いわゆる情報発信、あるいは古代集落遺跡群の価値を紹介するコンテンツの整備に努めることは、こうした課

題に向き合う上での一つの方向性であろう。ただしそこにはこの文化財群を上記のような文化的消費の対象とし

て競争の中に投げ込んでしまう側面も伴うように思われるのであり、他方では情報空間を介した体験とは別の、

地域の住民としての立場によってしか得られないような価値体験のあり方（例えば、学術調査や整備・活用事業

への参加などはその実例であろう）を介しながら、この文化財群への理解を獲得する意図的な取組みが重要にな

るのではないかと思われる。 

そのように、実際の文化財に接しながら自分たちの地域の文化的な個性・魅力を発見する体験を提供するうえ

では、文化財の価値を伝達しそれへの理解を獲得するガイドあるいはインタープリターの果たす役割が大きく、

そうした人材の養成と活動をどのように確保・維持するかが課題となるように思われる。 

現在のところ、個別の地方公共団体の博物館学芸員などが主に担っていると思われるこうしたサービスが、そ

うした専門的な職の配置のない地域でも適切に、そして文化財群としての総合的な価値にも配慮して提供される



 

 

ための工夫が恐らく重要である。実際にそれをどのように解決するかは今後に残された課題であるが、これに対

応する取組みは観光客を含む外部からの来訪者に地域の魅力を伝えるうえでも有効なものとなるだろう。 

 

 


